
No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

1 入札説明書 5 2 2.4 2.4.8 事業実施スケジュール

事業スケジュールについて、本事業はSPCの組成が必要なため、基本協定の締結（令和7年11
月）から事業契約の締結（令和8年1月）の期間が短いと考えます。事業契約の締結時期を年
度内の適正時期でご協議させて頂くことは可能でしょうか？

事業契約の締結時期(令和8年1月)は予定になります。
令和7年度内に事業契約が締結できれば市の予算上、問題ありませんが、遅れた期間分に
ついての設計・建設期間は短くなります。

2 入札説明書 6 3 3.2
募集及び選定のスケ
ジュール

落札者の決定と事業契約の締結までの期間に年末年始を挟みますので、特別目的会社の設立
に要する期間を稼働日で3カ月程度確保いただけますでしょうか。

事業契約の締結時期(令和8年1月)は予定になります。
令和7年度内に事業契約が締結できれば市の予算上、問題ありませんが、遅れた期間分に
ついての設計・建設期間は短くなります。

3 入札説明書 6 3 3.3 3.3.1 a)
入札参加者の構成と定
義

協力企業は特定のグループに限定されず、業務の一部の委託を受けることができると考えま
すがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

4 入札説明書 6 3 3.3 3.3.1 a)
入札参加者の構成と定
義

協力企業は「入札参加者となるグループに加わらない企業」と記載がありますので、入札参
加表明書及び提案審査書類等では、企業名の記載はできないと考えてよろしいでしょうか。

協力企業の記載は求めませんが、提案書類に記載いただても構いません。

5 入札説明書 6 3 3.3 3.3.1 a)
入札参加者の構成と定
義

本事業は、サービス対価AとBで事業内容が大きく変わります。サービス対価Aの業務が完了
（令和13年）した後に、堺市様と協議を行い代表企業の出資比率を変更し構成企業（維持管
理会社）を代表企業に変更する事は可能でしょうか。なお、当初の代表企業は構成企業にな
るか脱退ができることを希望します。

代表企業の変更は認めません。代表企業は建設から維持管理まで、事業期間中を通して事
業全体に関与する責務があると考えます。

6 入札説明書 7 3 3.3 3.3.1 e) 構成員の変更及び追加

「参加資格確認基準日以降に、入札参加者の構成員の全部又は一部が参加資格要件を満たさ
なくなったときは、原則として当該入札参加者を落札者決定のための審査の対象から除外す
る。」と記載がありますが、建設業において、労災事故はやむを得ず発生する可能性があり
ます。労災事故に起因する指名停止等による除外措置の対象外にしていただきたくご検討を
お願いいたします。

入札説明書のとおりとします。

7 入札説明書 9 3 3.3 3.3.2 b) (ｱ) 設計業務を行うもの
設計コンサルタント業務としてだけではなく、建設業者が設計・建設業務として契約した実
績でも認められるという認識でよろしいでしょうか。

設計業務を自らが実施したことを確認できる履行実績であれば構いません。

8 入札説明書 9 3 3.3 3.3.2 b) (ｱ) 設計業務を行うもの
設計業務を行う者と建設業務を行う者が同一企業でも問題ないと考えてよろしいでしょう
か。

お見込みのとおりです。

9 入札説明書 9 3 3.3 3.3.2 b) (ｱ) 設計業務を行うもの
管理技術者・照査技術者・担当技術者ともに、他の現場の業務と兼任することは可能と考え
てよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

10 入札説明書 9 3 3.3 3.3.2 b) (ｱ) 設計業務を行うもの
担当技術者については要件の記載が見受けられませんが、担当技術者の要件の指定は無いも
のと理解してよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

11 入札説明書 9 3 3.3 3.3.2 b) (ｱ) 設計業務を行うもの
管理技術者・照査技術者・担当技術者ともに、他の現場の業務と兼任することは可能と考え
てよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

12 入札説明書 10 3 3.3 3.3.2 b) (ｲ）
個別の参加要件
（建設業務を行う者）

建設業務を行う者について、配置技術者（現場代理人および監理技術者）を工場製作期間と
現場施工期間について、別々の者を登録したいと考えていますが、工場製作期間について
は、別工事との兼務は可能と考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

13 入札説明書 10 3 3.3 3.3.2 b) (ｲ）
個別の参加要件
（建設業務を行う者）

建設業務を行う者について、配置技術者（現場代理人および監理技術者）を工場製作期間と
現場施工期間について、別々の者を登録したいと考えていますが、工場製作期間について
は、別工事との兼務は可能と考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

14 入札説明書 15 3 3.4 3.4.5 b) (ｳ)
入札及び提案審査書類
の作成方法

提案審査書類について、「入札及び提案審査書類は、作成要領及び様式集に定めるところに
より作成し、作成要領及び様式集に定める部数を提出すること。」とありますが、提案する
システムの画面および運用方法を示す動画を作成し、そのオンライン再生を行うQRコードを
提案審査書類に掲載することは可能でしょうか。

認めません。

15 入札説明書 16 3 3.4 3.4.5 b) (ｹ）
入札及び提案審査書類
の受付

既設の配水管理システムにおいて特許を用いられている場合、それらに関するソフトウェア
（特に需要予測や配分計画といった高度なソフトウェア）や機器仕様図面の閲覧は可能なの
でしょうか。それとも入札者が既設納入業者に対して、それらの使用権について問い合わせ
をすべきなのでしょうか。

事業契約書（案）第104条のとおり、著作権等の侵害の防止に配慮していただきます。基
本的に、入札者により必要な問い合わせはしていただきます。

16 入札説明書 16 3 3.4 3.4.5 b) (ｹ) 著作権

提案審査書類の著作権が入札参加者側に帰属するとの観点から、貴市が無償利用される場合
は、事前に入札参加者と協議できるものという理解でよろしいでしょうか。審査書類には入
札参加者の機密情報が含まれるため、参加者の競争力に関連する情報の保護を求めるもので
す。

お見込みのとおりです。

17 入札説明書 17 3 3.4 3.4.5 c) (ｱ) 開札
開札日の記載がありますが、この時点で公表される情報をご教示願います。

入札価格が提案上限額を超えていないことの確認の場とし、応募グループや入札価格の公
開は行わないものとします。

18 入札説明書 17 3 3.4 3.4.6 b) ヒアリングの実施
ヒアリングにて、提案するシステムの画面および運用方法を示す動画を再生することは可能
でしょうか。

可能です。詳細は開札日以降のヒアリング通知にて、お知らせします。

19 入札説明書 18 3 3.4 3.4.7 a) 基本協定の締結

「落札者の構成員が基本協定の締結までの間に入札参加者が備えるべき参加資格要件を満た
さなくなったときは、当該入札参加者の落札の決定を取り消すものとする。」とあります
が、この場合3.4.5(コ)(1)入札保証金の違約金の対象外と考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

20 入札説明書 18 3 3.4 3.4.7 a) 基本協定の締結

「落札者の構成員が基本協定の締結までの間に入札参加者が備えるべき参加資格要件を満た
さなくなったときは、当該入札参加者の落札の決定を取り消すものとする。」とあります
が、同項c)事業契約の締結にある「・・・締結しない場合がある。」等の、参加資格要件を満
たさなくなった事象を鑑み、貴市と協議をさせていただけるよう、同様の記載に変更いただ
けないでしょうか。

入札説明書の変更は行いません。

21 入札説明書 18 3 3.4 3.4.7 b) 特別目的会社の設立
特別目的会社について、設計・建設業務の期間終了後、維持管理業務を担う構成企業と代表
企業を変更することを認めていただけますでしょうか。

代表企業の変更は認めません。代表企業は建設から維持管理まで、事業期間中を通して事
業全体に関与する責務があると考えます。

22 入札説明書 18 3 3.4 3.4.7 b) 特別目的会社の設立

特別目的会社の株式を譲渡等する場合、貴市の書面による事前承諾が必要とされています
が、完全無議決権株式の譲渡等については、特別目的会社の経営方針等に影響を及ぼすもの
ではないため、貴市の承諾を不要としていただけないでしょうか。

基本協定書第4条第1項(6)に記載のとおり、全ての株式に議決権がある想定であり、完全
無議決権株式の発行は想定しておりません。

23 入札説明書 18 3 3.4 3.4.7 b) 特別目的会社の設立

特別目的会社の株式を譲渡等する場合、貴市の書面による事前承諾が必要とされています
が、構成企業間で譲渡する場合等、譲受人が公募時の参加資格要件を満たしており、当該譲
渡等により特別目的会社の事業実施の継続が阻害されないといえる場合には、貴市による承
諾が不合理に拒絶されることはないという理解でよろしいでしょうか。

基本協定書第4条第3項及び同第5条第1項を満たす場合には、不合理な拒絶は行いません。

24 要求水準書 1 1 1.2 ｳ) 事業内容

水運用管理システムは令和9年度に目標耐用年数を迎えた記載があります。事業期間中に既設
の監視機器が故障した場合、既設納入業者による修理が可能と考えてよいのでしょうか？修
理不可の場合、それらに対する対応策は受注者が検討するというお考えでしょうか？

既設水運用管理システムに関する修繕、保守については事業に含まない（運転管理、巡視
点検には含む）ため、市の負担で実施します。但し、事業者提案に伴い別途必要となった
保守費用等は、事業者負担とします。

25 要求水準書 2 1 1.2 ｴ) (2) 更新・新設対象設備

各設備の更新・新設にあたり、全ての既設管バルブの開閉動作（閉の場合は完全止水）は可
能であるものとして提案いたします。しかし、実際の現地にて開閉動作（閉の場合は完全止
水）が不可能であり、不断水バルブ等や工程遅延による追加費用が発生した場合は、貴市に
てご負担頂けるものと理解してよろしいでしょうか。

市と協議による施工方法で実施したにも関わらず既設設備が故障した場合は市のリスクと
なります。

26 要求水準書 2 1 1.2 ｴ) (2) 更新・新設対象設備

各種ポンプの更新にあたり、既設コンクリート基礎は十分な強度を有しているものと想定
し、基礎の新設は不要であり、また更新するポンプのアンカー仕様は後施工アンカーで問題
ないものと理解してよろしいでしょうか。

ポンプ設置の耐震性など、事業期間にわたり要求水準を満足できるのであれば了承しま
す。

27 要求水準書 2 1 1.2 ｴ) (2) 更新・新設対象設備

現場見学をした際、既設道路表面アスファルトに亀裂など劣化が激しいところがありました
が、この補修や、工事車両通行時にその劣化が進行した場合の補修費用は、事業費に含まれ
ていないと考えてよろしいでしょうか。

工事車両通行箇所の敷鉄板養生など対策が不適切でない限りは、補修不要とします。

28 要求水準書 2 1 1.2 ｴ) (2) 更新・新設対象設備
機器の搬入横引きのために、既設天井梁に仮設レールの取り付け（工事終了後には取り外
し）をご了承願います。

事業者で梁の耐荷重等、安全確認を行うことを条件に了承します。

29 要求水準書 2 1 1.2 ｴ) (2) 更新・新設対象設備
機器の撤去更新の際に、既存の既存基礎を一部流用して、新規基礎形状に変更し使用するこ
とをご了承願います。

盤設置の耐震性など、事業期間にわたり要求水準を満足できるのであれば了承します。

30 要求水準書 2 1 1.2 ｴ) (2) 更新・新設対象設備
既存建屋内に、煙感知器等があれば、はつり作業時等は一時的に休止し、工事作業終了後に
復旧させる運用にご協力をお願いします。

具体的な工程が判明次第、調整させていただきます。

31 要求水準書 2 1 1.2 ｴ) (2) 更新・新設対象設備
狭小工事エリアでの工事継続に伴い、関係官公庁や近隣住民の協力を得る必要がある際に
は、監督官庁殿のご協力を頂けると考えてよろしいでしょうか。

協力いたします。なお、近隣対策に関する契約事項は事業契約書（案）のとおりです。

32 要求水準書 2 1 1.2 ｴ) (2) 表1
表 1 更新・新設対象設
備

要求水準書（別紙2/48）を合わせて確認すると、水質モニターの一部が流用であると読み取
れます。その理解でよいでしょうか。また、流用する水質モニターの納入業者を教えてくだ
さい。

更新対象は要求水準書P2に記載のとおりになり、それ以外の水質モニターは流用となりま
す。ただし、通信回線サービス部分に関してはすべての水質モニターにおいて更新を行っ
てください。
流用する水質モニターの納入業者は、資料閲覧で確認いただいた通りです。

33 要求水準書 3 1 1.2 ｴ) (3)
保守点検、修繕及び運
転管理等の維持管理対
象施設

「維持管理対象施設は将来的に増減する可能性がある。」とありますが、増減に係る設計変
更については双方合意の上に行うという理解でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

34 要求水準書 4 1 1.2 ｴ) (4) (ｱ) 設計・建設期間

水運用管理システムの切替時期は令和10年度末までと記載がありますが、令和10年度末の引
渡し条件は、既設同様（水運用の需要予測は除く）の監視操作が可能なこととし、水運用シ
ステムの需要予測制御の運用は除くと考えてよろしいでしょうか。

提案内容であっても、水運用システム引渡し時には機能が完成している必要があると考え
ますが、ご提案された最終の予測精度達成には通常日時を要するため、引渡し時にはそこ
まで求めないものとします。

35 要求水準書 4 1 1.2 ｴ) (4) (ｱ) 設計・建設期間
各機場の引き渡し後に、実運用に関係のない既設設備の撤去を考えていますがよろしいで
しょうか.

原則として、各整備の引渡日までに当該更新対象設備の撤去を行って下さい。ただし、水
運用管理システムについては、新システムの引渡日以降も旧システムによる小平尾配水場
等の監視を行う必要があるため、小平尾配水場等休止に伴い旧システムが不要となった時
点で撤去を行ってください。

36 要求水準書 6 1 1.2 ｴ) (8)  遵守すべき法令等
最新の関連法令を遵守することで、貴市共通仕様書の準拠は不要と考えてよろしいでしょう
か。

水道工事共通仕様書等、市が公表している、建設工事に関する共通仕様書の準拠は不要と
します。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

37 要求水準書 8 2 2.1 - 設計業務

要求水準書において提示されている各配水場の計画水量やポンプ必要揚程といった数値の算
定根拠となる容量計算は、当該設計業務には含まれないという理解で良いでしょうか。 お見込みのとおりです。

38 要求水準書 8 2 2.1 ｵ) (2) 既設改造

「設備の設置及び配管工事等の施工にあたって必要となる建築物への影響については十分に
確認を行い、補強等が必要な場合は本事業範囲とする」とありますが、既設構造計算書が提
示して頂けない場合の既設構造物の耐力の調査・確認等に関わる業務費用およびその調査結
果にて耐震補強など必要となった場合の工事費用は、設計変更対象と考えますがよろしいで
しょうか。

岩室配水場は、資料閲覧でご覧いただいた既設建築図面を基に載荷荷重を検証して、設備
配置を検討してください。その他の施設は、同じく資料閲覧でご覧いただいた構造計算書
記載の載荷荷重を検証して、設備配置を検討してください。
設備配置の検討は提案事項ですので、補強等が必要な場合は本事業範囲です。なお、全て
の施設において建築物本体の耐震対策を考慮する必要はありません。
また、構造計算に係る資料は入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料として提示しま
した。該当資料は、再度、閲覧可能とします。
※資料閲覧【2回目】の案内については本回答の最終ページをご覧ください。

39 要求水準書 8 2 2.1 ｵ) (2) 既設改造

「・・・事業者提案において既設改造が必要となる場合は事業者の負担で既設改造を実施す
ること。」とありますが、資料閲覧および現場見学会にて、今回更新対象範囲外の設備にて
既設RI/Oが実装されている盤があります。（家原寺配水場 手動操作盤）既設事業者以外の事
業者においては提案時点での既設改造の要否を完全に判別できないため、公平性の観点か
ら、貴市のご負担にて既設改造を実施していただくのが望ましいと考えますがいかがでしょ
うか。

家原寺配水場において、既設RI/Oは、今回更新対象となっている盤以外には実装されてい
ないため、既設盤の改造は必要ないとの認識です。

40 要求水準書 8 2 2.1 ｵ) (2) 既設改造

更新・新設対象設備の整備に伴って既設改造した更新・新設対象外設備は、事業者にて既設
改造した箇所のみ維持管理業務上「更新・新設対象外設備の保守点検・補修」の対象との理
解でよろしいでしょうか。

改造は事業者によりリレー等の設置を行うなどが考えられます。既設改造で新設した部
品・設備は「更新・新設対象設備」と同様に、更新対象設備となり、保守点検・修繕の対
象となります。なお、補修については要求水準書に記載のとおり、事業者の対応となりま
す。

41 要求水準書 8 2 2.1 ｵ) (2) 既設改造

「設備の設置及び配管工事等の施工にあたって必要となる建築物への影響については十分に
確認を行い、補強等が必要な場合は本事業範囲とする。」とありますが、提案を行うに際し
必要に応じて貴市建築指導課様、所轄消防署等と事前協議に応じて頂けるという理解でよろ
しいでしょうか。

発注者としての立場で同席を求められるものであれば協議対応可能です。

42 要求水準書 8 2 2.1 ｵ) (2) 既設改造

「設備の設置及び配管工事等の施工にあたって必要となる建築物への影響については十分に
確認を行い、補強等が必要な場合は本事業範囲とする。」とありますが、補強等については
設備工事により影響が及ぶ部分的な補強であり、建築物全体の耐震補強工事は別途と考えま
すがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

43 要求水準書 8 2 2.1 ｵ) (2) 既設改造

「設備の設置及び配管工事等の施工にあたって必要となる建築物への影響については十分に
確認を行い、補強等が必要な場合は本事業範囲とする。」とありますが、構造計算書を基に
判断した結果、部分的補強で構造条件（荷重条件）満たせばよいと考えますがよろしいで
しょうか。

お見込みのとおりです。

44 要求水準書 8 2 2.1 ｵ) (2) 既設改造

「設備の設置及び配管工事等の施工にあたって必要となる建築物への影響については十分に
確認を行い、補強等が必要な場合は本事業範囲とする。」とありますが、既設構造計算書が
提示して頂けない場合の既設構造物の耐力の調査・確認等に関わる業務費用及びその調査結
果にて耐震補強など必要となった場合の工事費用は設計変更対象と考えますがよろしいで
しょうか。

岩室配水場は、資料閲覧でご覧いただいた既設建築図面を基に載荷荷重を検証して、設備
配置を検討してください。その他の施設は、同じく資料閲覧でご覧いただいた構造計算書
記載の載荷荷重を検証して、設備配置を検討してください。
設備配置の検討は提案事項ですので、補強等が必要な場合は本事業範囲です。なお、全て
の施設において建築物本体の耐震対策を考慮する必要はありません。
なお、構造計算に係る資料は入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料として提示しま
した。該当資料は、再度、閲覧可能とします。
※資料閲覧【2回目】の案内については本回答の最終ページをご覧ください。

45 要求水準書 8 2 2.1 ｵ) (1) 既設改造
更新・新設対象設備の整備に伴って既設改造した更新・新設対象外設備は、維持管理業務上
「更新・新設対象外設備の保守点検・補修」の対象との理解でよろしいでしょうか。

改造は事業者によりリレー等の設置を行うなどが考えられます。改造で新設した部品・設
備は新設設備と同様に、更新対象設備扱いと考えます。

46 要求水準書 9 2 2.2 (1) (ｶ)  監視制御設備

携帯情報端末（タブレット、スマートフォン）はWi-Fi端末ではなくキャリア等の通信回線を
含めて事業者提案と考えて良いでしょうか。
その場合、キャリア回線費用は運用費に含めるとの認識でよいでしょうか。

お見込みのとおりです。

47 要求水準書 9 2 2.2 (1) (ｷ)  監視制御設備
「制御に関わるネットワークにはIP-VPN等の閉鎖ネットワークを用いること」と記載があり
ますが、通信会社および回線数については事業者提案と考えますがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

48 要求水準書 9 2 2.2 (1) (ｷ)  監視制御設備
アクアネット大阪端末装置との信号取合い機能はFL-net伝送と考えますがよろしいでしょう
か。

アクアネット大阪との信号取合いは現行通りモデムによるシリアル通信とします。

49 要求水準書 9 2 2.2 (1) (ｺ)  監視制御設備

「更新切替中に既設監視制御装置と併用となるが、水運用に支障がないように配慮するこ
と」と記載があるが、既設運転操作・計装設備から既設PLC-I/Oへの信号は2重化して受け渡
ししているため、更新切替中に2重化の片側の信号を更新後PLC-I/Oに取り込むことで新旧水
運用管理システムによる切替中の併用監視を考えていますがよろしいでしょうか。

既設設備を使用していただいても構いませんが、更新後のシステムへ切替後においては、
要求水準書を満たす必要があります

50 要求水準書 9 2 2.2 (1) (ｽ)  監視制御設備

「監視制御設備が故障した場合でも自動運転や連動運転が維持できるよう配慮すること」と
記載がありますが、現場側PLCが故障した時、運転状態を維持し運転管理員にて設備に支障が
ないよう対応できればとよいと考えますがよろしいでしょうか。

現場側PLCを採用されるシステムである場合に限らず、監視制御設備が故障時において
も、使用水量の急変による圧力変動などに対し、人的など手段を問わず、水運用に支障が
ないように配慮する必要があります。

51 要求水準書 9 2 (1) 監視制御設備
クラウド監視のネットワークは庁内LANからのアクセスも想定されているか？ 庁内LANから直接アクセスすることは想定していません。

52 要求水準書 10 2 2.2 (1) (ｺ)
水運用管理システム更
新切替中の水運用への
配慮について

要求水準書P.9 2.2(1)(キ)及び、要求水準書P.10 2.2(1)(ス)に記載のとおり、更新後の水運用管
理システムにおける制御LANやコントローラなどの冗長化は事業者提案となっておりますが、
既設は、制御LANやコントローラ等は冗長化(二重化)されているかと存じます。
水運用管理システム更新切替中における水運用への影響を最小限に抑えるために、切替中に
おいて、既設の冗長化構成はすべて生かした状態で切替を行うべきとのご認識でよろしいで
しょうか。

既設の冗長化構成をすべて生かした状態は必須としておらず、システム切替中において、
非冗長化構成のリスクが最小となるような事業者提案を求めます。

53 要求水準書 10 2 2.2 (1) (ｻ)
配水管理センター（水
運用管理システム）
（更新）

技術対話における提案事項回答書No.23にて、送配水量予測の機能を使用されている旨のご回
答ですが、現地調査確認の結果、要求水準書記載の漏水検知・設備台帳以外にも異常時運転
支援機能等も搭載されています。これら機能に対し要求水準書2.2(1)(サ)記載の同等機能を設
けるものとの理解でよろしいでしょうか。

技術対話における回答は、現水運用管理システムについての回答となります。送配水量の
予測機能の要否については、事業者提案となります。
また、要求水準書P10（サ）の記載は、警報検知機能について記載したものであり、異常
時の運転支援機能等についても事業者提案事項になります。

54 要求水準書 10 2 2.2 (1) (ｾ)
配水管理センター（水
運用管理システム）
（更新）

各設備・機器の制御は既存と同様の制御とする。とあります。現地調査の結果、（２）で記
載の設備台帳システム以外に需要予測・異常時運転支援・偏差異常による漏水検知等の各種
機能搭載が確認できました。これら搭載機能についても既存と同様を実現する必要がありま
すか。
機能として新システムに搭載不要とのご判断があれば合わせてご教示願います

各設備・機器の制御は既存の同様の制御を求めますが、要求水準書に記載されていない既
存の各種機能の要否含めて事業者提案事項となります。

55 要求水準書 10 2 2.2 (1) 監視制御設備

「（イ）市から監視・操作が可能なLCD監視制御装置を設けること。」とありますが、貴市が
操作を行う場所は家原寺配水場を想定されていますでしょうか。
想定される操作の場所と内容をご教示頂けますでしょうか。

お見込みのとおり、基本的に操作を行う場所は配水管理センター（家原寺配水場横）を想
定しています。将来的に堺市内の別施設で運用を行う可能性を考慮して、システムの可搬
性を求めています。想定される操作は用語の定義にある「監視制御設備」と同様に監視・
操作が可能であることに留意してください。

56 要求水準書 10 2 2.2 (1) 監視制御設備

既設水運用管理システムのシステム構成図において、本庁舎からLCD操作卓が設けられ、配水
管理センターと同等の操作権限を有しているように見えます。
新水運用管理システムにおいても、本庁舎から監視・操作を行うことが想定されますでしょ
うか。

新水運用管理システムにおいて、局本庁舎への端末設置は必須としておりません。

57 要求水準書 11 2 2.2 (3) (ｱ) その他の事項

「中央監視室は将来の設備更新を考慮した設計をすること。ただし（ウ）に記載の旧水運用
管理システムとの併用監視に支障がないよう配慮すること」と記載がありますが、将来の設
備更新が可能なスペースを確保すればよいと考えますがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

58 要求水準書 11 2 2.2 (3) (ｱ) 監視制御設備

岩村配水場等の場外施設に設置されている既設水運用管理システムのLCD監視装置では計測値
や警報データを閲覧する監視画面のほかに帳票画面の表示が可能ですが、新設水運用管理シ
ステムにおいても帳票画面の表示機能は要求水準でしょうか。また、クラウド監視では帳票
画面の表示機能は要求水準でしょうか。

帳票の表示機能については、要求水準書P10に記載のとおり、LCD監視制御装置及びクラ
ウド監視の両方またはどちらかに機能を設ける必要があります。

59 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｲ) その他の事項

「回線廃止に伴う当該回線の代替回線への切替等は本事業に含まない」
との記載がありますが、代替え回線の選定および切替作業はお客様にて実施されるのでしょ
うか。

旧水運用管理システムで使用しているビジネスイーサワイドについては、お見込みのとお
りです。

60 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｲ) その他の事項

ビジネスイーサワイドが令和10年3月末に廃止が予定されているが、令和10年3月末以降にも
旧水運用監視システムが必要な場合、2重化しているもう一方のVPN(K-OPT)にて旧水運用監
視システムを使用したいと考えますがよろしいでしょうか。

VPN(K-OPT)にて旧水運用監視システムを使用していただいて構いません。

61 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｲ) その他の事項

別紙2/48ページにてINSネットと接続している各水質モニター（11カ所）ではINSネットが
2028年12月にサービス提供の終了となるため、伝送装置の更新も本事業範囲と考えますが、
その場合別紙37～43ページの注記に記載がある通り既設盤は流用するものと考えますがよろ
しいでしょうか。

要求水準書に記載しているとおり、更新・新設対象設備となっている水質モニターについ
ては、収納盤も更新対象です。更新対象外の水質モニターについては、既設盤内に設置し
ている伝送装置の更新を行ってください。

62 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｲ) その他の事項

旧水運用管理システムで使用しているビジネスイーサワイドは令和10年3月末に廃止が予定さ
れているが、回線廃止に伴う当該回線の代替回線への切替等は本事業に含まないと記載があ
るが、令和10年3月以降ビジネスイーサに替わる代替回線が必要な場合は市側にて切替（旧水
運用管理システムの機能増設含む）を実施して頂けると考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

63 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｳ) その他の事項
工事期間中に発生する本事業の更新対象外既設機器の異常対応は貴市で対応して頂けると考
えますがよろしいでしょうか。

基本的には既設機器に対する初期対応や補修については事業者対応、修繕は市の対応とな
ります。ただし、既設機器の異常発生事由が施工に伴うものであれば事業者負担と考えま
す。

64 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｳ) 表5 関連工事

菅生配水場化を令和10年度末までと記載がありますが、その後の配水ポンプの増強化工事の
工期を考慮し、前倒しで完了し、完了次第配水ポンプの増強化工事を施工することは可能で
しょうか

基本的には可能ですが、前倒し日数にもよるため、詳細なスケジュールは事業契約締結後
の協議により決定するものとします。

65 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｳ) 表5 関連工事

配水ポンプの増強化工事は別紙２にて中区・高区ポンプを１台ずつ更新していく想定工程と
なっていますが、工期を考慮し各ポンプの運転台数を確保しながら中区・高区配水ポンプを
同時に更新することは可能と考えてよろしいでしょうか。

中区・高区配水ポンプの同時更新は可能です。水運用に影響のないよう実施して下さい。
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66 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｳ) その他の事項

旧水運用管理システムには、受水用設備がないため、更新後の新水運用管理システムは令和
10年度末の太井新分岐受水開始の時点までに受水用設備すべての機能を構築するものとする
と記載がありますが、令和11年度から休止するまでの小平尾配水場・さつき野配水池の運転
計画は市側で提示して頂き、その運転計画に基づき事業者が運転すると考えてよろしいで
しょうか。

令和11年度以降の小平尾配水場、さつき野配水池の運転については市から指示します。

67 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｳ) その他の事項

[さつき野配水池、小平尾配水場は新水運用管理システムでは監視対象外のため、休止までの
期間は旧水運用管理システムを併用し、この2施設の運転管理を行うものとする。」とありま
すが、新水運用管理システムでさつきの配水池、小平尾配水場の構築を行うことは提案範囲
と考えてよろしいでしょうか。

提案範囲として構築いただいても構いませんが、小平尾配水場、さつき野配水池が休止し
た後（別紙2参照）は、新水運用管理システムから機能削除及び不要となった機器の撤去
をしていただく必要があります。

68 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｳ)
関連工事時の対応につ
いて

菅生配水池の配水場化及び配水能力増強整備について、さつき野配水池、小平尾配水場を休
止するまでの期間(令和11年度末迄)は、旧水運用管理システムを併用されると記載あります
が、菅生配水池への流入が、小平尾配水場から太井新分岐へ変更されるにあたり、現状、旧
水運用管理システムでは「太井新分岐」の監視制御ができておりませんので、その状況で旧
水運用管理システムにて水運用計画立案をされますと、水位計画値がマイナス値となり計画
異常になるかと存じます。
(上記の計画異常が発生した場合、菅生配水池だけでなく、システム全体の計画が中断となり
計画値立案不能になると存じます。)
要求水準書において、「新旧水運用管理システムの併用にあたり、市としては旧水運用管理
システムの機能増設をすることなく配水ポンプの更新・切替が可能と見込んでいる」と記載
ございますが、検討の結果、旧水運用管理システムに何らかの改造が必要と判断した場合
は、要求水準書P8第2章2.1オ）に則り、事業者の責により改造を実施するとのご認識でよろ
しいでしょうか。

令和11年度以降の小平尾配水場、さつき野配水池の運転については市から指示します。
太井新分岐へ切替を行う際に、旧水運用管理システムの改造が不可避となった場合は、市
負担での対応を想定しています。
ただし事業者の提案に基づく改造の費用は、事業者負担とします。

69 要求水準書 12 2 2.2 (3) (ｴ) その他の事項

「更新後のLCD監視制御装置においても同時接続は12台以上となることを想定とする」と記
載があるが事業者が運転管理をする上で必要なLCD監視制御装置台数が12台未満の場合 は、
同時接続12台未満の監視制御設備を採用してもよいと考えますがよろしいでしょうか。

LCD監視制御装置の台数及び同時接続数は事業者提案範囲となります。

70 要求水準書 13 2 2.3 (1) (ｱ)
受変電設備

 （更新）

更新する受変電設備は配水管理センター1階の会議室に配置可能と考えますがよろしいでしょ
うか。

配水管理センター1階会議室は、応急給水対策本部の設置場所として位置付けられている
ため、受変電設備に関わらず機器の配置は不可とします。

71 要求水準書 13 2 2.3 (1) (ｲ)
受変電設備

 （更新）
自家発電設備（既設）の対象負荷および容量計算書をご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。

72 要求水準書 13 2 2.3 (1) (ｹ)
受変電設備

 （更新）

「必要となる接地極を新たに設置し・・」と記載がありますが、既設接地極は流用可能と考
えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

73 要求水準書 13 2 2.3 (1) (ｽ)
受変電設備

 （更新）

「負荷容量は現状と同等とする」と記載がありますが、各種容量計算を実施するにあたり負
荷リストをご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（自家発電設備の対象負荷資料と同等です）
として提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案
内については本回答の最終ページをご覧ください。

74 要求水準書 13 2 2.3 (1) (ｾ)
受変電設備

 （更新）

「更新時の停電可能時間は1時間とする」と記載があります が、時期や時間帯を考慮すれば
停電可能時間が1時間以上可能と考えますがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。停電時間については事業契約締結後の協議にて決定します。

75 要求水準書 13 2 2.3 (1) (ｾ)
受変電設備

 （更新）

「更新時の停電可能時間は1時間とする」と記載がありますが、機器および設備毎の停止可能
時間をご提示いただけますでしょうか。

停止可能時間が1時間であることに配慮してください。詳細については事業契約締結後の
協議で提示します。

76 要求水準書 13 2 2.3 (1) (ｿ)
受変電設備

 （更新）

新受変電設備（屋外キュービクル含む）から既設盤間のケーブルは流用可能と考えますがよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

77 要求水準書 13 2 2.3 (1) (ｿ)
受変電設備

 （更新）

新受変電設備（屋外キュービクル含む）から既設流用ケーブルにて新受変電設備の配置等に
より余長が足りない場合、ジョイントや中継端子台にて延長することは可能と考えてよろし
いでしょうか。

お見込みのとおりです。事業者負担の中で実施してください。なお、更新対象盤間のケー
ブルは更新するものとします。

78 要求水準書 13 2 2.4 (1) 受水制御弁（新設）
受水制御弁などの据え付け工事で重機などが通行するため、当該エリアでの別途工事の有
無、その期間などをご提示いただけますでしょうか。

現時点では別途工事の予定はございません。

79 要求水準書 13 2 2.4 (1) 受水制御弁（新設）
受水制御弁などの据え付け工事後のフラッシングでの排水先などをご提示いただけますで
しょうか。

通水作業（洗管）作業については本市にて実施します。

80 要求水準書 13 2 2.4
(1)
(3)

受水制御弁（新設）次
亜塩素注入設備

 （新設）

【共通】（各機場）
場内配管工事に伴う舗装などの復旧工事は、部分復旧と考えてよろしいでしょうか。

掘削＋影響範囲の部分復旧（路盤から表層まで）となります。

81 要求水準書 14 2 2.4 (1) (ｲ) 受水制御弁（新設）

「受水量は350 ㎥/h～600 ㎥/h、受水圧は8m～25m 程度を想定している。」と記載がありま
すが、受水量350 ㎥/hの時に受水圧は25m、受水量600 ㎥/hの時に受水圧は8mであり、この受
水圧は場内配管芯（PCL）からの水頭圧であるものと理解してよろしいでしょうか。
また、受水圧とは具体的に場内のどの地点での水圧を示しているのでしょうかご教示願いま
す（例 菅生No.1配水池既設手動流入弁）

受水圧は、菅生配水池のH.W.L（OP+89.84m）の水頭圧になります。

82 要求水準書 14 2 2.4 (1) (ｳ) 受水制御弁（新設）
「キャビテーション、維持管理等を考慮した受水制御弁とすること。」とありますが、この
条件は（イ）に示された内容を満足すれば良いと考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。（イ）の条件を満たした上で、キャビテーション等が発生しない
よう考慮した受水制御弁を選定してください。

83 要求水準書 14 2 2.4 (2) (ｱ) 受水制御弁（新設）

「流量計の形式は挿入式電磁流量計とすること。」と記載がありますが、この流量計の弁
室、前後の手動弁、バイパス菅およびバイパス手動弁の設置も必要であるものと理解してよ
ろしいでしょうか。

流量計の維持管理上、人孔などの設置は、必要と考えますが、前後の手動弁、バイパス菅
およびバイパス手動弁の設置は必須ではありません。ただし、事業者提案による設置を否
定するわけではありません。

84 要求水準書 14 2 2.4 (3) (ｲ)
次亜塩素注入設備（新
設）

空調設備を設置するに際し、隣室への結露を考慮し断熱性能を確保する措置が必要と考えて
よろしいでしょうか。

事業者提案の範囲となります。

85 要求水準書 14 2 2.4 (3) (ｲ)
次亜塩素注入設備（新
設）

次亜塩素酸注入設備を計画するため、建屋断面図、仕上げ表など詳細な図面などをご提示い
ただけますでしょうか。また、建屋に関する構造計算書についてもご提示いただけますで
しょうか。

建屋断面図、仕上げ表などは資料閲覧でご確認いただいたとおりです。
なお、構造計算に係る資料は入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料として提示しま
した。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内については本
回答の最終ページをご覧ください。

86 要求水準書 14 2 2.4 (3) (ｵ)
次亜塩素注入設備（新
設）

「次亜塩素貯蔵槽は1 日平均注入量の10 日分以上とし、2 基以上とすること。」とあります
が、2基で10日分以上の容量を満足すれば良いと考えてよろしいでしょうか。

次亜塩素貯蔵槽1基が1日平均注入量の10 日分以上を満たす容量となります。

87 要求水準書 14 2 2.4 (3) (ｵ)
次亜塩素注入設備（新
設）

次亜塩素注入設備には防液堤が必要であると考えます。この防液堤容量は貯蔵槽が複数基と
なっても1基当りの貯蔵容量で提案すれば良いとの理解でよろしいでしょうか。

防液堤内に貯蔵している次亜塩素貯蔵槽の全ての容量で計算する必要があります。

88 要求水準書 14 2 2.4 (4) (ｴ)
菅生配水場
（配水場化整備）

流出残留塩素計サンプリング点は屋内（中区加圧系ポンプ棟）内と考えてよろしいでしょう
か。

事業者提案の範囲となります。

89 要求水準書 14 2 2.4 (5) 水質モニター（新設）

菅生水質モニターへの試料水給水について、計画では試料水は企業団からの受水となってお
ります。水質モニターへの給水条件として、受水管内の圧力（変動する場合は最大と最
小）、あるいは企業団の配水池などの水位（最大、最小）をご教示ください。

要求水準書2.4 (1)（イ）に記載のとおりです。

90 要求水準書 14 2 2.4
菅生配水場
（配水場化整備）

要求水準書別紙1 10ページの挿入型流量計、受水制御弁、水質分岐モニター用取り出し点、
次亜注入点の図示配置は参考位置と考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。設置位置に関しては、事業者提案の範囲となります。ただし各機
器の機能に影響のないよう配慮してください。

91 要求水準書 14 2 2.4
菅生配水場
（配水場化整備）

φ400受水管から北応急給水塔への分岐は北応急給水場からの分岐でしょうか、No.1配水池か
らの分岐（供給）でしょうか。（関連：要求水準書別紙1 9､10ページ））

北応急給水塔へはNo.1配水池流出管φ500より分岐しており、φ400受水管からは分岐して
いません。

92 要求水準書 14 2 2.4
菅生配水場
（配水場化整備）

別紙1 10ページの図示位置が正の場合、挿入型流量計、受水制御弁、水質分岐モニター用取
り出し点、次亜注入点の配置は、それぞれ図のとおり北応急給水塔の前後に配置する必要が
あると考えてよろしいでしょうか。

事業者提案の範囲となります。

93 要求水準書 14 2 2.4
菅生配水場
（配水場化整備）

挿入型流量計、受水制御弁等工事期間中は、北応急給水場（北応急給水塔）への入場はな
く、応急給水時は配水池側より給水を行うと考えてよろしいでしょうか。（関連：要求水準
書別紙1 10ページ）

お見込みのとおりです。

94 要求水準書 14 2 2.4
菅生配水場
（配水場化整備）

受水制御弁室を設置した場合、弁室に滞水した水の排水先をご提示いただけますでしょう
か。

契約締結後の協議で提示します。

95 要求水準書 15 2 2.5 (1) (ｱ)
中区加圧系配水ポンプ
及び圧力タンク（更
新）

計画水量3.2m3/分と記載がありますが、この水量は送水ポンプ2台分と考えてよろしいでしょ
うか。

お見込みのとおりです。

96 要求水準書 15 2 2.5 (1)
中区加圧系配水ポンプ
及び圧力タンク（更
新）

機器据付後の運転確認などで排水先等をご提示いただけますでしょうか。 契約締結後の協議で提示します。

97 要求水準書 15 2 2.5 (1)
中区加圧系配水ポンプ
及び圧力タンク（更
新）

ポンプや圧力タンクの更新は、あくまで機器を更新すれば良く、配管などは既設流用する考
えでよろしいでしょうか。

更新対象範囲のものは全て更新してください。

98 要求水準書 15 2 2.5 (1)
中区加圧系配水ポンプ
及び圧力タンク（更
新）

中区加圧系ポンプの更新範囲が別紙1の9/48ではなく、11/48が正の場合、2次側手動仕切弁
も更新に含まれるため、更新するためには1系列更新の度に全系列のポンプを停止する時間を
確保する必要がございますが、最大何時間までポンプの停止が可能でしょうか。

9/48が正です。11/48を修正します。

99 要求水準書 15 2 2.5 (2) (ｱ)
高区加圧系配水ポンプ
及び圧力タンク（更
新）

平常時、計画水量1.9m3/分と記載がありますが、この水量は送水ポンプ2台分と考えてよろし
いでしょうか。

お見込みのとおりです。

100 要求水準書 15 2 2.5 (2)
中区加圧系配水ポンプ
及び圧力タンク（更
新）

ポンプや圧力タンクの更新は、あくまで機器を更新すれば良く、配管などは既設流用する考
えでよろしいでしょうか。

更新対象範囲のものは全て更新してください。

101 要求水準書 15 2 2.5 (2)
高区加圧系配水ポンプ
及び圧力タンク（更
新）

高区加圧系ポンプの更新範囲が別紙1の9/48ではなく、15/48が正の場合、1次側手動仕切
弁、2次側電動仕切弁も更新に含まれるため、更新するためには1系列更新の度に全系列のポ
ンプを停止する時間を確保する必要がございますが、最大何時間までポンプの停止が可能で
しょうか。

9/48において、図示されている高区加圧配水ポンプの更新範囲に加え、電動吐出弁
EV10、EV20、EV30も更新対象とします。
9/48及び15/48を修正します。

102 要求水準書 15 2 2.5 (3) (ｲ)
自家発電設備
（更新）

既設発電機撤去後の位置へ設置する場合、時期や期間を貴市と協議した上で、更新時は自家
発電設備によるバックアップが不可となる考えでよろしいでしょうか。

仮設発電機の設置などにより、自家発電設備による給電が不可能となる時間を極力短くで
きるような事業者提案を求めます。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

103 要求水準書 15 2 2.5 (3) (ｲ)
自家発電設備
（更新）

周辺環境に配慮して屋外設置型とする場合、目隠しフェンスなどで設備を覆うような視覚的
にも配慮をする考えでよろしいでしょうか。

設置場所にもよりますが、一般的に突飛な色、形、反射等がなければ、目隠しまでは不要
と考えます。
なお、排気や騒音なども含め、リスク分担表のとおり、事業者が行う業務に起因する住民
対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境に配慮して下さい。

104 要求水準書 15 2 2.5 (3)
自家発電設備
（更新）

更新する自家発電設備の対象負荷、容量、始動方式をご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。
容量については、事業者提案範囲となります。
始動方法については、要求水準書を参照してください。

105 要求水準書 15 2 2.5 (3)
自家発電設備
（更新）

今回導入する自家発電設備は、非常時にのみ使用されるため、騒音規制の対象外と考えてよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおり、騒音規制の対象外ですが、排気や騒音なども含め、リスク分担表のと
おり、事業者が行う業務に起因する住民対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境
に配慮して下さい。

106 要求水準書 15 2 2.5 (3)
菅生配水池
自家発電設備

自家発電設備の対象負荷について、実施方針等に関する技術対話の内容及び質問・意見書の
回答にて入札説明書等で示す予定との事でしたが記載が見当たりませんでした。
対象負荷についてご教示頂けないでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。

107 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）

圧力タンクは停電時などの水撃用のサージタンクの役目と考えてよろしいでしょうか。既設
に予備タンクがありませんので、中区、高区、それぞれの圧力タンク更新時は水撃対策がで
きなくなります。なるべく更新期間は短くしますが、この期間のリスクにつきましては貴市
と考えてよろしいでしょうか。

圧力タンクは水撃サージ用ではなく、停電時の配水圧の確保が目的であるため、ポンプの
運転自体にリスクはないと考えます。施工方法について市が承認した上で、圧力タンクの
施工中における停電時の配水への影響は本市のリスクとなります。

108 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）

「更新時において、中区加圧系配水ポンプは最低1 台、高区加圧系配水ポンプは最低2 台の運
転を確保すること。」とありますが、運転制御の関係から更新する号機の順番などに制約が
あればご提示いただけますでしょうか。

特にございません。

109 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）

ポンプや圧力タンクの更新後に機器の洗浄、配管の洗管、試運転が必要と考えます。排水の
放流可能場所やその水量についてご教示願います。また、ポンプの試運転は各配水池へ送水
しながら実施する、または、別途送水管ドレンから排水するなど基本思想についてご提示い
ただけますでしょうか。また、その場合の排水量もご提示いただけますでしょうか。配水池
に送水可能とする判断は貴市にて実施いただけるものと考えておりますがよろしいでしょう
か。

契約締結後の協議で提示します。
送水可能の判断は本市が行います。

110 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）

別紙1 12ページにて変圧器盤は既設流用となっていますが、詳細設計にて配水ポンプの増強
に伴い容量アップが発生した場合、貴市で機能増設して頂けると考えてよろしいで しょう
か。

提案内容によりますが、要求水準を超える提案に伴う容量アップは事業者負担となりま
す。

111 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）
今回更新する電源・補機盤、計装盤等～既設盤、既設機器間のケーブルは流用可能と考えま
すがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

112 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）

今回更新する電源・補機盤、計装盤等～既設盤、既設機器間の既設流用ケーブルにて更新後
の盤配置等により余長が足りない場合、ジョイントや中継端子台にて延長することは可能と
考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。事業者負担の中で実施してください。なお、更新対象盤間のケー
ブルは更新するものとします。

113 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）
別紙1 12,13ページにて電源・補機盤等が今回更新となっていますが、機器および設備毎の停
止可能時間をご提示いただけますでしょうか。

契約締結後の協議で提示します。

114 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）
各種容量計算を実施するにあたり負荷リストをご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（自家発電設備の対象負荷資料と同等です）
として提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案
内については本回答の最終ページをご覧ください。

115 要求水準書 15 2 2.5 (4) その他（更新）
本事業で更新する盤はポンプ棟の書庫に配置可能と考えますがよろしいでしょうか。 事業者提案の範囲となります。

116 要求水準書 16 2 2.6 (1) (ｺ) 受変電設備（更新）
「必要となる接地極を新たに設置し・・」と記載がありますが、既設接地極は流用可能と考
えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

117 要求水準書 16 2 2.6 (1) (ｾ) 受変電設備（更新）
別紙1 18ページに「既設C/Cを廃止し、配電盤に取り込む」と記載があるが、動力制御盤また
は電源分電盤へ更新すると考えますがよろしいでしょうか。

事業者提案の範囲となります。

118 要求水準書 16 2 2.6 (1) (ｾ) 受変電設備（更新）
今回更新する各盤～既設盤、既設機器間のケーブルは流用可能と考えますがよろしいでしょ
うか。

お見込みのとおりです。

119 要求水準書 16 2 2.6 (1) (ｾ) 受変電設備（更新）

今回更新する各盤～既設盤、既設機器間の既設流用ケーブルにて更新後の盤配置等により余
長が足りない場合、ジョイントや中継端子台にて延長することは可能と考えてよろしいで
しょうか。

お見込みのとおりです。事業者負担の中で実施してください。なお、更新対象盤間のケー
ブルは更新するものとします。

120 要求水準書 16 2 2.6 (1) (ｾ) 受変電設備（更新）
別紙1 18～22ページにて運転操作・計装設備が今回更新と記載されています。機器および設
備毎の停止可能時間をご提示いただけますでしょうか。

契約締結後の協議で提示します。

121 要求水準書 16 2 2.6 (1) (ｿ) 受変電設備（更新）
更新時の停電可能時間をご提示いただけますでしょうか。

ポンプの停止可能時間が5時間であることに配慮してください。詳細については契約締結
後の協議で提示します。

122 要求水準書 16 2 2.6 (1) (ｿ) 受変電設備（更新）

「更新時のポンプ停止可能時間は5時間とする。」とありますが、揚水ポンプは2台常用で1台
予備の構成となっていますので、常用ポンプ2台を確保し、1台ずつポンプを停止し更新する
ことで運用に影響なく更新可能です。つまり揚水ポンプ1台停止は本項目におけるポンプ停止
時間ではないと解釈しますがよろしいでしょうか。

当該記載は受変電設備におけるポンプの停止時間となります。稼働中の設備のためポンプ
更新における施工方法等については事業者にて立案し、市の承認を受ける必要がありま
す。

123 要求水準書 16 2 2.6 (2) (ｲ) 自家発電設備（新設）
屋外に自家発を設置する場合、将来計画や使用用途があることから設置不可な箇所はありま
すでしょうか。

現時点では使用用途が決定している場所はありません。
但し、埋設地下配管等の維持管理に支障がない場所を選定してください。

124 要求水準書 16 2 2.6 (2) 自家発電設備（新設）
自家発電設備（新設）の対象負荷、容量、始動方式をご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。
容量については、事業者提案範囲となります。
始動方法については、要求水準書を参照してください。

125 要求水準書 16 2 2.6 (2) 自家発電設備（新設）
今回導入する自家発電設備は、非常時にのみ使用されるため、騒音規制の対象外と考えてよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおり、騒音規制の対象外ですが、排気や騒音なども含め、リスク分担表のと
おり、事業者が行う業務に起因する住民対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境
に配慮して下さい。

126 要求水準書 16 2 2.6 (2) 自家発電設備（新設）

新設する自家発電設備は、屋内への設置を基本とするとございますが、設置位置は、既設監
視棟倉庫と考えてよろしいでしょうか。その他ご検討されている部屋がございましたらご提
示いただけますでしょうか。
屋内設置とは既設建築物内という解釈で、新たに自家発電設備の為に建築物を構築すること
ではないという考えでよろしいでしょうか。

設置場所については、事業者提案の範囲となります。
屋内設置の考えについては、お見込みのとおりですが、建築物を構築することを否定する
ものではありません。

127 要求水準書 16 2 2.6 (2)
浅香山配水場
自家発電設備

自家発電設備の対象負荷について、実施方針等に関する技術対話の内容及び質問・意見書の
回答にて入札説明書等で示す予定との事でしたが記載が見当たりませんでした。
対象負荷についてご教示頂けないでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。

128 要求水準書 16 2 2.6 (3) (ｲ)
揚水ポンプ設備（更
新）

台数構成は3台で1台予備との記載について、水位により2台同時運転を想定しているのかご提
示いただけますでしょうか。

状況によっては2台同時運転も想定しています。

129 要求水準書 16 2 2.6 (3)
揚水ポンプ設備（更
新）

揚水ポンプは3台で1台予備となっています。運転制御の関係から更新する号機の順番などに
制約があればご提示いただけますでしょうか。

特にございません。

130 要求水準書 16 2 2.6 (3)
揚水ポンプ設備（更
新）

ポンプや配管の更新後に機器の洗浄、配管の洗管、試運転が必要と考えます。排水の放流可
能場所やその水量についてご提示いただけますでしょうか。また、ポンプの試運転は各配水
池へ送水しながら実施する、または、別途送水管ドレンから排水するなど基本思想について
ご提示いただけますでしょうか。また、その場合の排水量もご提示いただけますでしょう
か。配水池に送水可能とする判断は貴市にて実施いただけるものとする考えでよろしいで
しょうか。

契約締結後の協議で提示します。
送水可能の判断は本市が行います。

131 要求水準書 16 2 2.6 (3)
揚水ポンプ設備（更
新）

（3）に示す（ア）から（ウ）の条件を満たした設計をすれば、本揚水ポンプにおける水撃検
討は不要と考えてもよろしいでしょうか。

お見込みのとおりですが、事業者提案の検討として水撃作用対策導入を否定するものでは
ありません。

132 要求水準書 16 2 2.6 (3)
揚水ポンプ設備（更
新）

揚水ポンプの更新は、あくまで機器を更新すれば良く、配管などは既設流用する考えでよろ
しいでしょうか。

更新対象範囲のものは全て更新してください。

133 要求水準書 16 2 2.6 (3)
揚水ポンプ設備（更
新）

揚水ポンプ据付後の運転確認などで排水先等をご提示いただけますでしょうか。 契約締結後の協議で提示します。

134 要求水準書 17 2 2.6 (3) (ｱ)
揚水ポンプ設備（更
新）

計画水量16.6m3/分と記載がありますが、この水量は揚水ポンプ2台分と考えてよろしいで
しょうか。

お見込みのとおりです。

135 要求水準書 17 2 2.7 (1) (ｱ) 受変電設備（更新）

受変電設備は室内に設置することと記載がありますが、工事期間・切替時間の短縮および設
備影響を最小にすることを目的に受変電設備を屋外に設置することを許容頂けますでしょう
か。

要求水準書のとおり、室内に設置してください。

136 要求水準書 17 2 2.7 (1) (ｲ) 自家発電設備（新設）
屋外型として自家発電設備を設置する場合、施工の作業範囲により機場と公園に面するフェ
ンスを一時的に撤去することは可能でしょうか。

撤去後、仮囲いすれば基本的には可能としますが、それに伴う公園所管部署への手続き等
は事業者で実施してください。また、撤去範囲、時期、期間等については協議によるもの
とします。

137 要求水準書 17 2 2.7 (1) (ｺ) 受変電設備（更新）
「必要となる接地極を新たに設置し・・」と記載がありますが、既設接地極は流用可能と考
えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

138 要求水準書 17 2 2.7 (1) (ｾ) 受変電設備（更新）
更新時の停電可能時間をご提示いただけますでしょうか。

ポンプの停止可能時間が5時間であることに配慮してください。詳細については契約締結
後の協議で提示します。

139 要求水準書 17 2 2.7 (1) 受変電設備（更新）
各種容量計算を実施するにあたり負荷リストをご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（自家発電設備の対象負荷資料と同等です）
として提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案
内については本回答の最終ページをご覧ください。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

140 要求水準書 17 2 2.7 (2) (ｲ) 自家発電設備（新設）
屋外に自家発を設置する場合、将来計画や使用用途があることから設置不可な箇所はありま
すでしょうか。

現時点では使用用途が決定している場所はありません。
但し、埋設地下配管等の維持管理に支障がない場所を選定してください。

141 要求水準書 17 2 2.7 (2) 自家発電設備（新設）
自家発電設備（新設）の対象負荷、容量、始動方式をご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。
容量については、事業者提案範囲となります。
始動方法については、要求水準書を参照してください。

142 要求水準書 17 2 2.7 (2) 自家発電設備（新設）
今回導入する自家発電設備は、非常時にのみ使用されるため、騒音規制の対象外と考えてよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおり、騒音規制の対象外ですが、排気や騒音なども含め、リスク分担表のと
おり、事業者が行う業務に起因する住民対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境
に配慮して下さい。

143 要求水準書 17 2 2.7 (2) 自家発電設備（新設）

新設する自家発電設備は、屋内への設置を基本とするとございますが、設置位置は、既設建
築物で活用できる部屋という解釈で、新たに自家発電設備の為に建築物を構築することでは
ないという考えでよろしいでしょうか。
既設建築物で既にご検討されている位置がございましたらご提示いただけますでしょうか。

設置場所については、事業者提案の範囲となります。
屋内設置の考えについては、お見込みのとおりですが、建築物を構築することを否定する
ものではありません。

144 要求水準書 17 2 2.7 (2) 自家発電設備（新設）
周辺環境に配慮して屋外設置型とする場合、目隠しフェンスなどで設備を覆うような視覚的
にも配慮をする考えでよろしいでしょうか。

設置場所にもよりますが、一般的に突飛な色、形、反射等がなければ、目隠しまでは不要
と考えます。
なお、排気や騒音なども含め、リスク分担表のとおり、事業者が行う業務に起因する住民
対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境に配慮して下さい。

145 要求水準書 17 2 2.7 (2)
桃山台配水場
自家発電設備

自家発電設備の対象負荷について、実施方針等に関する技術対話の内容及び質問・意見書の
回答にて入札説明書等で示す予定との事でしたが記載が見当たりませんでした。
対象負荷についてご教示頂けないでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。

146 要求水準書 17 2 2.7 桃山台配水場
別紙1 26ページに「A～D系のコントロールセンターは廃止、配電盤に取り込む」と記載があ
ります。動力制御盤または電源分電盤へ更新すると考えますがよろしいでしょうか。

事業者提案の範囲となります。

147 要求水準書 17 2 2.7 桃山台配水場
今回更新する各盤～既設盤、既設機器間のケーブルは流用可能と考えますがよろしいでしょ
うか。

お見込みのとおりです。

148 要求水準書 17 2 2.7 桃山台配水場

今回更新する各盤～既設盤、既設機器間の既設流用ケーブルにて更新後の盤配置等により余
長が足りない場合、ジョイントや中継端子台にて延長することは可能と考えてよろしいで
しょうか。

お見込みのとおりです。事業者負担の中で実施してください。なお、更新対象盤間のケー
ブルは更新するものとします。

149 要求水準書 17 2 2.7 桃山台配水場
別紙1 24～26ページにて運転操作設備が今回更新と記載されています。機器および設備毎の
停止可能時間をご提示いただけますでしょうか。

ポンプの停止可能時間が2時間であることに配慮してください。詳細については契約締結
後の協議で提示します。

150 要求水準書 18 2 2.8 (1) (ｺ) 受変電設備（更新）
「必要となる接地極を新たに設置し・・」と記載がありますが、既設接地極は流用可能と考
えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

151 要求水準書 18 2 2.8 (1) (ｿ) 受変電設備（更新）
更新時の停電可能時間をご提示いただけますでしょうか。

ポンプの停止可能時間が5時間であることに配慮してください。詳細については契約締結
後の協議で提示します。

152 要求水準書 18 2 2.8 (1) (ｿ) 受変電設備（更新）

「更新時のポンプ停止可能時間は3時間とする。」とありますが、送水ポンプは2台常用で1台
予備の構成となっていますので、常用ポンプ2台を確保し、1台ずつポンプを停止し更新する
ことで運用に影響なく更新可能です。つまり送水ポンプ1台停止は本項目におけるポンプ停止
時間ではないと解釈しますがよろしいでしょうか。

当該記載は受変電設備におけるポンプの停止時間となります。稼働中の設備のためポンプ
更新における施工方法等については事業者にて立案し、市の承認を受ける必要がありま
す。

153 要求水準書 18 2 2.8 (1) 受変電設備（更新）
各種容量計算を実施するにあたり負荷リストをご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（自家発電設備の対象負荷資料と同等です）
として提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案
内については本回答の最終ページをご覧ください。

154 要求水準書 18 2 2.8 (2) (ｲ) 自家発電設備（新設）
屋外に自家発を設置する場合、将来計画や使用用途があることから設置不可な箇所はありま
すでしょうか。

現時点では使用用途が決定している場所はありません。
但し、埋設地下配管等の維持管理に支障がない場所を選定してください。。

155 要求水準書 18 2 2.8 (2) (ｲ) 自家発電設備（新設）
堺市のHPより、幹線道路から15m以内にかかる敷地境界の騒音規制は65dB以下と考えてよろ
しいでしょうか

お見込みのとおりですが、最新の情報については堺市ホームページをご確認ください。

156 要求水準書 18 2 2.8 (2) 自家発電設備（新設）
自家発電設備（新設）の対象負荷、容量、始動方式をご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。
容量については、事業者提案範囲となります。
始動方法については、要求水準書を参照してください。

157 要求水準書 18 2 2.8 (2) 自家発電設備（新設）
今回導入する自家発電設備は、非常時にのみ使用されるため、騒音規制の対象外と考えてよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおり、騒音規制の対象外ですが、排気や騒音なども含め、リスク分担表のと
おり、事業者が行う業務に起因する住民対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境
に配慮して下さい。

158 要求水準書 18 2 2.8 (2) 自家発電設備（新設）

新設する自家発電設備は、屋内への設置を基本とするとございますが、設置位置は、既設建
築物で活用できる部屋という解釈で、新たに自家発電設備の為に建築物を構築することでは
ないという考えでよろしいでしょうか。
既設建築物で既にご検討されている位置がございましたらご提示いただけますでしょうか。

設置場所については、事業者提案の範囲となります。
屋内設置の考えについては、お見込みのとおりですが、建築物を構築することを否定する
ものではありません。

159 要求水準書 18 2 2.8 (2) 自家発電設備（新設）
周辺環境に配慮して屋外設置型とする場合、目隠しフェンスなどで設備を覆うような視覚的
にも配慮をする考えでよろしいでしょうか。

設置場所にもよりますが、一般的に突飛な色、形、反射等がなければ、目隠しまでは不要
と考えます。
なお、排気や騒音なども含め、リスク分担表のとおり、事業者が行う業務に起因する住民
対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境に配慮して下さい。

160 要求水準書 18 2 2.8 (2)
岩室配水場
自家発電設備

自家発電設備の対象負荷について、実施方針等に関する技術対話の内容及び質問・意見書の
回答にて入札説明書等で示す予定との事でしたが記載が見当たりませんでした。
対象負荷についてご教示頂けないでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。

161 要求水準書 18 2 2.8 岩室配水場
今回更新する各盤～既設盤、既設機器間のケーブルは流用可能と考えますがよろしいでしょ
うか。

お見込みのとおりです。

162 要求水準書 18 2 2.8 岩室配水場

今回更新する各盤～既設盤、既設機器間の既設流用ケーブルにて更新後の盤配置等により余
長が足りない場合、ジョイントや中継端子台にて延長することが可能と考えてよろしいで
しょうか。

お見込みのとおりです。事業者負担の中で実施してください。なお、更新対象盤間のケー
ブルは更新するものとします。

163 要求水準書 18 2 2.8 岩室配水場
別紙1 31～33ページにて運転操作設備が今回更新と記載されています。機器および設備毎の
停止可能時間をご提示いただけますでしょうか。

ポンプの停止可能時間が3時間であることに配慮してください。詳細については契約締結
後の協議で提示します。

164 要求水準書 18 2 2.8 岩室配水場
電気設備を1階事務室に配置可能と考えますがよろしいでしょうか。

配置は可能ですが、建築基準法、消防法など関係法令遵守のための改修費用は事業者負担
とします。

165 要求水準書 19 2 2.8 (3)
(ｱ)
(ｲ)

送水ポンプ設備（更
新）

平常時と非常時で吐出量と揚程がそれぞれ記載しているが、選定するポンプ機種によっては
両方の仕様を満足しない可能性があります。この場合は平常時の仕様を優先とし、非常時は
記載仕様に近い仕様と考えてよろしいでしょうか。また、非常時の頻度をご提示いただけま
すでしょうか。

要求水準書の性能を満たす必要があります。
現時点では、非常時の頻度は4～5回/年を想定しています。

166 要求水準書 19 2 2.8 (3) (ｳ)
送水ポンプ設備（更
新）

台数構成は3台で1台予備との記載について、水位により2台同時運転を想定しているのかご提
示いただけますでしょうか。

状況によっては2台同時運転も想定しています。

167 要求水準書 19 2 2.8 (3)
送水ポンプ設備（更
新）

（3）に示す（ア）から（ウ）の条件を満たした設計をすれば、本揚水ポンプにおける水撃検
討は不要と考えてもよろしいでしょうか。

お見込みのとおりですが、事業者提案の検討として水撃作用対策導入を否定するものでは
ありません。

168 要求水準書 19 2 2.8 (3)
送水ポンプ設備（更
新）

ポンプや配管の更新後に機器の洗浄、配管の洗管、試運転が必要と考えます。排水の放流可
能場所やその水量についてご提示いただけますでしょうか。また、ポンプの試運転は各配水
池へ送水しながら実施する、または、別途送水管ドレンから排水するなど基本思想について
ご提示いただけますでしょうか。また、その場合の排水量もご提示いただけますでしょう
か。配水池に送水可能とする判断は貴市にて実施いただけるものと考えますがよろしいで
しょうか。

契約締結後の協議で提示します。
送水可能の判断は本市が行います。

169 要求水準書 19 2 2.8 (3)
送水ポンプ設備（更
新）

送水ポンプ据付後の運転確認などで排水先等をご提示いただけますでしょうか。 契約締結後の協議で提示します。

170 要求水準書 19 2 2.8 (3)
送水ポンプ設備（更
新）

平常時、計画水量21.0m3/分と記載がありますが、この水量は送水ポンプ2台分と考えてよろ
しいでしょうか。

お見込みのとおりです。

171 要求水準書 19 2 2.9 (1) (ｱ)
流入弁の電動化につい
て

弁仕様や作業時の運用条件等の記載がありませんので、既設流入弁φ600バタフライ弁×2台
を用いての電動化をお考えかと存じますが、既設の製造銘板を確認させていただいたとこ
ろ、操作機：日本ギア工業(株)製，弁部：若島工業(株)製であり、既設バルブの電動化は、
メーカーによって軸径等の構造が異なるため、既設バルブメーカーへの依頼が必要となりま
すが、若島工業(株)は現在廃業していることが判明いたしました。
要求水準書の記載では、バルブ流用による電動化と読み取れますが、対応先を想定されるバ
ルブメーカ等をご教示お願いいたします。

電動化は、バルブアクチュエータメーカによる対応を想定しておりますが、詳細は事業者
の提案内容とします。
なお、バルブアクチュエータ等が地上に出ても構いませんが、手動操作にも対応できるよ
う高さを配慮ください。

172 要求水準書 19 2 2.9 (1) (ｱ)
流入弁（高池）（更
新）

「高池への流入弁φ600（バタフライ弁）×2 台を電動化すること。」とありますが、弁体を
更新するにあたり2池ある配水池のうち1池を休止できると考えてよろしいでしょうか。もし
くは連通弁などがあり片方のバルブを閉めても、もう一方のバルブにて運用可能と考えてよ
ろしいでしょうか。

１池の休止は基本的には可能ですが、時期、期間等詳細については協議によるものとしま
す。
連通弁はありません。

173 要求水準書 19 2 2.9 (1) 流入弁（更新）

手動弁の電動化では、機器保護として過負荷防止措置を計画するため既設弁メーカからトル
ク値など詳細な仕様を公開頂きたく存じます（想定で設定した場合、弁破損の可能性があり
ます）。公開不可もしくは資料不在などで発注者と事業者との協議によって、新規に弁を設
置して対応せざるを得なくなった場合は契約金額の変更が可能と考えてよろしいでしょう
か。

電動化は、バルブアクチュエータメーカによる対応を想定しておりますが、詳細は事業者
の提案内容とします。
なお、バルブアクチュエータ等が地上に出ても構いませんが、手動操作にも対応できるよ
う高さを配慮ください。

174 要求水準書 19 2 2.9 (1)
流入弁（高池）（更
新）

流入弁の電動化に伴い、市側の負担で既設電源盤から電源を取り出す機能増設を実施して頂
けると考えますがよろしいでしょうか。

事業者の事業範囲となります。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

175 要求水準書 19 2 2.9 (2)
流入制御弁（高池及び
超高池）（将来新設）

「流入制御弁を将来設置予定であるため、水運用管理システムの設計に際して配慮するこ
と」と記載がありますが、入出力装置に将来用の信号取り込みスペースを設けることと考え
ますがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。通信項目として、取り込み信号の割り付けをしておき、システム
の改修費が発生しないようにして下さい。

176 要求水準書 19 2 2.10 (1) (ｶ) 自家発電設備（更新）
既設発電機撤去後の位置へ設置する場合、時期や期間を市側と協議した上で、更新時は自家
発電設備によるバックアップが不可となる考えでよろしいでしょうか。

仮設発電機の設置などにより、自家発電設備による給電が不可能となる時間を極力短くで
きるような事業者提案を求めます。

177 要求水準書 19 2 2.10 (1) (ｶ) 自家発電設備（更新）
周辺環境に配慮して屋外設置型とする場合、目隠しフェンスなどで設備を覆うような視覚的
にも配慮をする考えでよろしいでしょうか。

設置場所にもよりますが、一般的に突飛な色、形、反射等がなければ、目隠しまでは不要
と考えます。
なお、排気や騒音なども含め、リスク分担表のとおり、事業者が行う業務に起因する住民
対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境に配慮して下さい。

178 要求水準書 19 2 2.10 (1) 自家発電設備（更新）
今回導入する自家発電設備は、非常時にのみ使用されるため、騒音規制の対象外と考えてよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおり、騒音規制の対象外ですが、排気や騒音なども含め、リスク分担表のと
おり、事業者が行う業務に起因する住民対応は、事業者になることを留意の上、周辺環境
に配慮して下さい。

179 要求水準書 19 2 2.10 (1) 自家発電設備（更新）
更新する自家発電設備の対象負荷、容量、始動方式をご提示いただけますでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。
容量については、事業者提案範囲となります。
始動方法については、要求水準書を参照してください。

180 要求水準書 19 2 2.10 (1)
陶器配水場
自家発電設備

自家発電設備の対象負荷について、実施方針等に関する技術対話の内容及び質問・意見書の
回答にて入札説明書等で示す予定との事でしたが記載が見当たりませんでした。
対象負荷についてご教示頂けないでしょうか。

入札説明書等で示す予定でしたが、閲覧資料（受変電設備の対象負荷資料と同等です）と
して提示しました。該当資料は、再度、閲覧可能とします。※資料閲覧【2回目】の案内
については本回答の最終ページをご覧ください。なお、別紙1　44/48の晴美台1350系流
入弁の表現を修正します。

181 要求水準書 19 2 2.10 陶器配水場
別紙1 44/48ページにて低圧設備も今回更新と記載されています。機器および設備毎の停止可
能時間をご提示いただけますでしょうか。

契約締結後の協議で提示します。

182 要求水準書 20 2 2.11 (1) (ｱ) 減圧弁等（更新）
既設減圧弁の電動機容量が変更することに伴う、既設継電器盤の機能増設は貴市の負担で実
施して頂けると考えますがよろしいでしょうか。

事業者の事業範囲となります。

183 要求水準書 20 2 2.11 (1) 減圧弁等（更新）

既設減圧弁φ250×1台、φ500×2台の更新ですが、各系統の配管を停止させた後に更新が必
要です。更新の順番や停止時間や更新における基本思想をご提示いただけますでしょう
か。

契約締結後の協議で提示します。

184 要求水準書 20 2 2.11 (1) 減圧弁等（更新）

更新対象の配管3本（φ250×1、φ500×2）の既設運用および更新後（φ500×3）の運用案
についてご教示ください。
例：φ250×1とφ500×1は常用、φ500×1は予備、あるいは3本常用など。

要求水準書別紙3のとおり、φ500減圧弁3台のうち1台は予備（通常は2台で運用）となり
ます。

185 要求水準書 20 2 2.12 (1) (ｵ) 水質モニター（更新）

収納盤仕様の記述がありますが、別紙37～43ページの注記に「水質モニター以外については
既設流用もしくは再利用するものとする」と記載があります。新盤を製作せずに既設流用す
る考えですがよろしいでしょうか。

要求水準書別紙1　29/48に示す更新対象となっている水質モニターは、モニター盤を含
め収納機器も更新としてください。なお、引込柱、ケーブル等、水質モニター盤以外につ
いては、流用、再利用していただいて構いません。

186 要求水準書 20 2 2.12 (1) 水質モニター（更新）

別紙2ページのシステム構成図にINSネットで接続されている大保、城山台、桃山台、丈六、槙
塚台岩室高地系の5箇所の水質モニターは収納盤、水質モニターは既設流用し、伝送装置のみ
更新と考えますがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

187 要求水準書 23 3 3.1 ｵ) (4)

「工事期間中の汚水、雑排水及び雨水排水は事業者において対応すること。」と記載があり
ますが、この対応とは排水水質基準に遵守すべく適切な処理を行い排水を行うこととの理解
でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

188 要求水準書 23 3 3.1 ｶ) 環境対策
建屋の改造にあたり、アスベスト調査が必要な機場をご教示ください。

資料閲覧で提示できておりませんでしたので、改めて資料閲覧を実施します。※資料閲覧
【2回目】の案内については本回答の最終ページをご覧ください。

189 要求水準書 23 3 3.1 ｵ)
工事現場管理に必要な
人員

工事現場管理に必要な人員は、建設業務を受託する構成企業にて選任し、事業者への出向は
不要と考えますが、よろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

190 要求水準書 25 4 4.1 ｲ) (3)
更新・新設対象外設備
の保守点検・

更新・新設対象外設備の修繕のうち、貴市の都合により事業者の初期対応が長期化する等、
事業者に過度な負担が生じた場合、協議の場を設けていただくことは可能でしょうか。

初動対応は事業者の負担です。
事業期間中に協議には応じます。

191 要求水準書 25 4 4.1 ｲ) (3)
更新・新設対象外設備
の保守点検・

更新・新設対象外設備の修繕のうち、令和6年度以降に貴市が実施を予定している修繕及び更
新の計画についてご提示いただける理解でよろしいでしょうか。

令和6年度、令和7年度の工事情報については、堺市ホームページでご確認下さい。
令和8年度以降は、本事業契約後にその都度提示します。

192 要求水準書 26 4 4.1 (3)
保守点検業務（更新・
新設対象設備）

陶器配水場の自家発電設備は令和13年度末までの引渡しとなりますが、引渡しまでの当該自
家発設備の保守点検業務は貴市が実施されるとの理解でよろしいでしょうか。

要求水準書P34に記載のとおり、保守点検業務は本業務に含まれております。

193 要求水準書 26 4 4.1 ｶ) (1) 業務責任者の配置
業務責任者について、その責務等を満たす状況であれば、配水管理センター等に常駐する必
要は無いとの理解でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。要求水準書に記載のとおり、業務責任者は運転責任者、巡視責任
者及び保守点検を実施する者等と常に連絡が取れる状態にしておく必要があります。

194 要求水準書 26 4 4.1 ｶ) (1) 業務責任者の配置
維持管理の業務責任者は、維持管理業務を受託する構成企業にて選任し、事業者への出向は
不要と考えますが、よろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

195 要求水準書 27 4 4.2 ｱ) (1)
水運用管理システムの
運転

『24時間安全かつ安定した送配水を行うために市内にある配水施設の監視、運転操作（次亜
塩素注入操作含む）、記録、故障対応（初期対応）、緊急時の対応業務（建設工事、修繕工
事、点検作業に伴う機器・設備の切り替え及びその他の対応運転を含む）を行うこと。』
と、記載がありますが、過去の頻度を参考としてご教示願います。

運転管理業務における故障対応や緊急時対応は、不定期対応となります。
定期的な運転操作としては、
・送水ﾎﾟﾝﾌﾟ2台運転　1回/月/送水系統
・流量計点検に伴う電動弁制御モード切替　1回/年/1台
などが定期的な対応となります。

196 要求水準書 27 4 4.2 運転管理業務

「水運用管理システムでの監視が必要であるため、少なくとも令和 11年度までは 旧水運用管
理システムの運転管理も業務の対象とする。」とありますが、旧水運用管理システムの通信
費、システム利用料等の運用費用は本事業の範囲外であるとの認識でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

197 要求水準書 27 4 4.2 運転管理業務
旧水運用管理システムの通信費、システム利用料等の運用費用が本事業に含まれる場合は、
過去3年の費用実績をご開示いただけますでしょうか。

旧水運用管理システムの通信費、システム利用料等は本事業に含まれません。

198 要求水準書 28 4 4.2 ｱ) (5)
運転警報履歴などの
バックアップ作業

運転警報履歴などのバックアップ作業とは具体的にどのような作業なのかご教示いただけま
すでしょうか。

現行の水運用管理システムでは、定期的に手動で運転警報履歴のバックアップを取得する
必要がありました。新水運用管理システムでは自動的にバックアップの取得が可能であれ
ば、作業は不要です。

199 要求水準書 28 4 4.2 ｴ) (1)
日誌、日報、月報等の
帳票作成及び整理

市指定の様式による業務日誌について、様式を具体的にご教示いただけますでしょうか。
事業者による維持管理業務の提案も考慮し、事業契約締結後に協議の上、業務日誌の様式
を決定するものとします。

200 要求水準書 29 4 4.2 ｷ) (4) ユーティリティー
水道、下水道、電気、通信費、ガスの記述はありますが、それ以外のユーティリティー（燃
料、薬品等）の記述がございません。本業務に含まれないとの認識でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

201 要求水準書 29 4 4.2 ｷ) (1) 現状の体制
（別紙6）

「現状の体制は別紙 6」とあり、人数の記載があります。別紙6も要求水準書の一部と考えら
れるため、記載の人数より少ない提案をした場合、「要求水準を満たしていない」として失
格となるのでしょうか。

要求水準書には「運転管理を行うものが急病となった場合、異常発生時の初期対応を実施
する場合などにおいてもこの体制を維持すること」と明記しており、別紙6はそれらを満
たす最小構成と考えております。記載の人数よりも少ない提案をする場合、要求水準を満
たしている根拠を示してください。

202 要求水準書 29 4 4.2 ｷ) (2) 運転責任者
運転責任者は、維持管理業務を受託する構成企業にて選任し、事業者への出向は不要と考え
ますが、よろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

203 要求水準書 30 4 4.3 ｲ) (2) (ｲ) 第一種特定製品
「第一種特定製品の簡易点検を3か月に1回実施」とありますが、定期点検が必要となる設備
は存在しないとの理解でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

204 要求水準書 31 4 4.3 ｲ) (2) 表7 巡回回数
※1水質モニター異常時による現場確認の初期対応については随時発生対応とありますが、他
の業務を中断して水質モニターの一次対応を行う解釈でいいのでしょうか

異常内容にもよるため、市が連絡を受け判断・指示するものとします。
なお運転管理業務にも初期対応が含まれるため、いずれかの業務としてモニタ―の一次対
応を実施するものとします。

205 要求水準書 32 4 4.3 ｴ) オイル交換
オイル交換で使用するオイルは、要求水準書第4章4.3カ)(1)に記載してある貴市が支給する材
料に含まれているとの認識でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

206 要求水準書 32 4 4.3 ｵ) (12) その他の業務
補助従事作業について、巡視責任者は貴市から直接指示を受けて作業することと理解してよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

207 要求水準書 32 4 4.3 ｶ) (6) 公園緑道での車両
貴市に承認を受けるために必要な費用はないとの考えでよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

208 要求水準書 32 4 4.3 ｶ) (5) 道路使用許可
警察署の道路使用許可を受けた実績をご教示いただけますでしょうか。

現運転管理・配水施設巡視点検業務においては、南堺警察署に30日毎に申請し、許可を得
ています。

209 要求水準書 32 4 4.3 ｶ) (2)
現状の体制
（別紙6）

業務時間に全日（平日休日及び年末年始を含む）とありますが、巡視責任者及び巡視従事者
の配置は全日（365日）必要なのでしょうか。

必ずしも全日の配置が必要ではありません。

210 要求水準書 32 4 4.3 ｷ) 巡視責任者

異なる施設の巡視点検を実施する場合、それぞれに巡視責任者が必要になりますでしょう
か。例えば家原寺配水場、浅香山配水場、陶器配水場を同日に別々で巡視点検する場合、最
低3名の巡視責任者が必要との理解でよろしいでしょうか。

要求水準書P32記載の巡視責任者の責務が全うできうる人数を配置してください。
例えば、同日に３施設それぞれで酸素濃度測定が必要な場合などは、お見込みのとおり最
低3名の巡視責任者が必要となります。

211 要求水準書 32 4 4.3 ｶ) (3) 巡視責任者
巡視責任者は、維持管理業務を受託する構成企業にて選任し、事業者への出向は不要と考え
ますが、よろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

212 要求水準書 33 4 4.4
保守点検業務(更新・新
設対象設備)

保守点検とは巡視点検業務で記載されている作業以外に、専門的な技術を要するメーカー等
による点検、整備および修繕であるとの認識でよろしいでしょうか。

更新・新設対象設備の保守点検業務については、事業期間中の性能維持に必要な点検、整
備及び修繕を提案して下さい。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

213 要求水準書 33 4 4.5
保守点検業務(更新・新
設対象外設備)

保守点検実績（別紙9）の内容から過年度の実績は「浅香山配水場ほか計装設備保守点検業
務」が該当すると思慮します。同業務の目的を踏まえ、水運用管理システムの計測データを
用いた、より効率的な保守点検（点検内容、頻度等）を提案するという理解でよろしいで
しょうか。

お見込みのとおりです。

214 要求水準書 33 4 4.5
保守点検業務(更新・新
設対象外設備)

計装設備の記載のみとなっていますが、更新・新設対象外設備のポンプ・モーター保守点検
業務、受電設備保守点検業務は貴市で実施されるとの理解でよろしいでしょうか。

要求水準書P34に記載のとおり特別高圧受電設備、高圧受電設備、自家発電設備は本業務
に含まれます。

215 要求水準書 34 4 4.6 (ｲ) (3) 高圧受電設備
更新・新設対象外設備の修繕は貴市で対応いただきますが、事業者は電気事業法上の「維
持・管理の主体」に該当し、みなし設置者になることが可能との認識でよろしいでしょうか

SPCを構成する維持管理業務を担う構成員がみなし設置者となることが可能との認識で
す。

216 要求水準書 34 4 4.6 (ｲ) (3) 自家発電設備

更新・新設対象外設備の修繕は貴市で対応いただきますが、事業者は電気事業法上の「維
持・管理の主体」に該当し、みなし設置者になることが可能との認識でよろしいでしょう
か。

お見込みのとおりです。

217 要求水準書 34 4 4.6 (ｳ) 自家発電設備
移動電源車の点検については、車両の点検も含まれるのでしょうか。また、移動せずに点検
を行うことが可能でしょうか。

車両点検は市で実施します。
通常は家原寺配水場車庫に保管されているため、庫外への移動が必要です。

218 要求水準書 34 4 4.6
ｲ)
ｳ)

3)
自家用電気工作物
保安管理業務

特高以外の高圧受電設備および自家発電設備については「電気主任技術者は事業者が配置す
ること。なお、みなし設置者として協力企業に再委託も可能とする。」とありますが、外部
選任扱いでなく「みなし設置者」扱いとの理解でよろしいでしょうか。

SPCを構成する維持管理業務を担う構成員がみなし設置者となることが可能との認識で
す。

219 要求水準書 34 4 4.6 ｳ) (6) 自家発電設備
現在実施されている「予防保全のため、性能及び機能維持のための点検」の点検内容と点検
結果をご教示いただけますでしょうか。

資料閲覧でご覧いただいたとおりです。

220 要求水準書 34 4 4.6 ｳ) (6) 自家発電設備
現在実施されている「予防保全のため、性能及び機能維持のための点検」に移動電源車の車
両に対する点検は本事業の範囲外との理解でよろしいでしょうか。

車検などの車両点検は市で実施します。

221 要求水準書 34 4 4.6 ｳ) (6) 自家発電設備

「予防保全のため、性能及び機能維持のための点検を保安規程に基づき月次点検及び年次点
検とは別に実施すること。」とありますが、別とはメーカー点検および整備と理解してよろ
しいでしょうか。また、現状の点検計画があればご提示いただけますでしょうか。

メーカー又は専門的技術を要する業者による自家発電設備の点検を想定しています。既設
自家発電設備の修繕は本事業に含まれません。

222 要求水準書 34 4 4.6 ｳ) (2) 移動電源車

自家用電気工作物保安管理業務対象の自家発電設備は別紙 10 とし、岩室配水場の自家発電設
備の設置までは、移動電源車も対象とする、とあります。岩室配水場に自家発電設備が新設
され令和11年度に引き渡されましたら、移動電源車の点検は対象外としてよいでしょうか

岩室配水場自家発電設備は令和12年度引渡しのため、引渡し以降の移動電源車の点検は不
要です。

223 要求水準書 34 4 4.6 ｳ) 自家発電設備
実負荷運転で消費される燃料は、貴市の負担との認識でよろしいでしょうか。 お見込みのとおりです。

224 要求水準書 35 4 4.7 (ｱ) (2) 準備業務

「事業者は、準備期間中に既事業者から、業務の引継ぎを受けること。」とありますが、引
継ぎに関しては、技術継承も考慮して、市・既事業者及び事業者の三者で実施するという理
解でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

225 要求水準書 35 4 4.7 (ｳ) (1) 施設の状態

「更新・新設対象設備は事業期間終了時において要求水準を満足することを確認し、軽度の
汚損、経年劣化を除いて著しい損傷がない状態（事業期間終了後1年以内に修繕を要すること
のない状態）とすること。」とあります。1年以内に修繕を要するかどうかは、後継者の維持
管理方法に依存すると考えます。
そのため、下記のとおり変更していただけないでしょうか。
「更新・新設対象設備は事業期間終了時において要求水準を満足することを確認し、軽度の
汚損、経年劣化を除いて著しい損傷がない状態とすること。事業期間終了後1年以内に要求水
準を満足できなくなった場合は、事業者で修繕等を行い、機能回復を行うものとする。」

要求水準書のとおりとします。

226 要求水準書 35 4 4.7 ｳ) 施設の状態

「事業期間終了後1年以内に要求水準を満足できなくなった場合は、事業者で修繕等を行い、
機能回復を行うものとする。」とあります。実施方針の質問回答では、「事業者において、
抗弁としての「事業者に帰責性がないこと」の主張、立証責任を負うと考えます。」とあり
ますが、一旦は貴市で事業者の帰責性を立証し、必要に応じ、それに対する抗弁として事業
者に帰責性がないことを立証するという理解でよろしいでしょうか。

本市としては、「要求水準を満足できなくなったこと、要求水準が満足できななくなった
時点が事業期間終了後1年以内であること」は主張・立証しますが、「事業者に帰責性が
ないこと」の主張、立証責任は事業者によるものと考えます。

227 要求水準書
別紙
10

自家用電気工作物
一覧表

貴市で保有されている絶縁用保護具等の使用は可能でしょうか。
可能である場合は、絶縁用保護具等の定期自主検査は貴市で実施し、管理されるとの理解で
よろしいでしょうか。

ヘルメット、ゴム手袋、ゴム長靴、検電器は事業者で用意してください。盤内収納の絶縁
操作棒は使用可能とします。
別紙10記載の絶縁保護具等は自主検査の対象とします。併せて、要求水準書に浅香山配水
場の点検対象保護具等を追記修正します。

228 要求水準書 別紙1 10/48
菅生配水池　全体平面
図

大阪広域水道企業団からの受水管に不断水でとる新規配管ルートは事業者の提案で変更する
ことは可能でしょうか。

必要な機能が確保され、地上露出部が北応急給水塔を利用した応急給水活動（給水タンク
車の進入、転回等）に支障がなければ提案可能とします。

229 要求水準書 別紙1 11/48
菅生配水池　中区加圧
系ポンプ棟機器設備配
管図

更新後のポンプ配置について、既設の配置に対して異なる配置としてもよろしいでしょう
か。

3台のポンプを並列に配置していただければ、号機の振り番は昇順でも降順でもよいもの
としますが、既設監視画面やグラフィックパネルの表示も必要であれば修正ください。

230 要求水準書 別紙1 15/48
菅生配水池　高区加圧
系ポンプ棟機器配置図

№4高区加圧系配水ポンプは基礎のみとなっていますが、当該箇所を今回更新するポンプの設
置場所として利用することは可能でしょうか。

可能です。

231 要求水準書 別紙1 15/48
菅生配水池　高区加圧
系ポンプ棟機器設置図

更新後のポンプ配置について、既設の配置に対して異なる配置としてもよろしいでしょう
か。

3台のポンプを並列に配置していただければ、号機の振り番は昇順でも降順でもよいもの
としますが、既設監視画面やグラフィックパネルの表示も必要であれば修正ください。

232 要求水準書 別紙1 16/48
参考図 （浅香山配水場
一般平面図）

No.1,2配水池の取り壊し工事において躯体含め杭も撤去されていると考えてよろしいでしょう
か。

旧№1、№2配水池の躯体や杭は残っていません。

233 要求水準書 別紙1 17/48
浅香山配水場　ポンプ
棟１F　平面図

更新後のポンプ配置について、既設の配置に対して異なる配置としてもよろしいでしょう
か。

3台のポンプを並列に配置していただければ、号機の振り番は昇順でも降順でもよいもの
としますが、既設監視画面やグラフィックパネルの表示も必要であれば修正ください。

234 要求水準書 別紙1 17/48
浅香山配水場　ポンプ
棟１F　平面図

№1,2,4配水ポンプの設置場所以外として№3,5配水ポンプの設置場所は基礎のみとなっていま
すが、当該箇所を今回更新するポンプの設置場所として利用することは可能でしょうか。

可能です。

235 要求水準書 別紙1 19/48
浅香山配水場　監視塔
平面図

流入弁・次亜操作盤、配水ポンプ操作盤からの操作することはあるのか？ 通信機器やシステムに不具合が発生した際に現地にて操作を行う可能性があります。

236 要求水準書 別紙1 2/48
水運用管理システム構
成図

「岩村配水場監視盤」や「桃山台配水監視盤」、「浅香山配水場の高架配水池監視盤」には
グラフィックパネルがありますが、システム更新後の機器点数の削減のためにグラフィック
パネル機能を停止することについては提案範囲と考えてよろしいでしょうか。

グラパネ表示部（配管図、計測値表示）のみを同等機能の別提案で実現し、監視盤のその
他の機能（故障表示や機器操作機能など）が残されるのであれば良いものとします。

237 要求水準書 別紙1 2/48

システム構成図の浅香山には各配水ポンプや受電補機に対してコントローラを実装されてい
るような記載があります。別紙2/48に記載の範囲を更新するにあたり、これらのコントロー
ラも更新または改造する必要が出てまいります。その判断は入札者の提案によるとの理解で
よいでしょうか。改造する場合は受注者の責任との理解でよいでしょうか。

今回、別紙1　22/48において、浅香山配水場で更新対象となっている、配水ポンプコン
トローラ盤等は、実装されているコントローラも含めて更新の対象となりますが、機能の
実現するにあたり、再度コントローラを実装するか、ハード回路で構成するかは事業者提
案となります。

238 要求水準書 別紙1 2/48

システム構成図の配水管理センター内の更新範囲について、桃山台配水場水力発電設備のTM
装置及び監視装置が更新範囲に含まれておりますが、水力発電設備側は今回更新範囲ではあ
りませんので、TM装置及び監視装置についても、更新範囲外との理解でよいでしょうか。

お見込みのとおりです。
配水管理センターの桃山台配水場小水力発電監視設備は現存しないため、要求水準書別紙
1　2/48を修正します。

239 要求水準書 別紙1 22/48

システム構成図の更新範囲について、次亜操作盤が含まれておりますが、他配置図等には出
てきておりません。
今回、更新範囲外との理解でよいでしょうか。
更新の場合、配置図や次亜機械設備資料のご提供をお願いいたします。

浅香山次亜操作盤（着水井と高架配水池）は、今回の更新対象外とします。
要求水準書別紙1　22/48　を修正します。

240 要求水準書 別紙1 25/48
桃山台配水場　ポンプ
棟1階平面図

自家発電室から受電盤室に改造した際、杭は残置されていると考えてよろしいでしょうか。 杭の撤去は行っていません。

241 要求水準書 別紙1 3/48
配水管理センター
1階平面図(水運用シス
テム)

水運用システムの新旧併用期間があるため、書庫パーティションを撤去して新システムを仮
設してもよいか？
また、旧システムを撤去後パーティションを復旧する必要があるか？

最終的にパーティションを現状復旧していただければ、よいものとします。なお、仮設に
伴い、市立会いのもと、保管書類を別の場所へ移していただきます。

242 要求水準書 別紙1 3/48
配水管理センター
1階平面図(水運用シス
テム)

既設水運用管理システムでは局本庁舎に配水管理センターと同等機能のLCD監視装置が設置さ
れていると認識しています。更新後も配水管理センターと同等のLCD監視装置が要求水準で
しょうか。
局本庁舎におけるLCD監視装置の設置目的および運用方法をご教示願います。

局庁舎へのLCD監視装置の設置は要求水準ではありません（既設の撤去は必要です）。
現システムでは、漏水事故時の流量確認等に使用しています。

243 要求水準書 別紙1 9/48
参考図 （菅生配水池
場内配管図）

中区加圧系ポンプの更新範囲は、1次側手動仕切弁と2次側手動仕切弁の間でよろしいでしょ
うか(No.1ポンプだとPV50～PV51の間)。別紙1,11/48図面の赤枠範囲と範囲が異なっていま
すが、更新範囲は9/48が正と考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。
要求水準書別紙1　11/48を修正します。

244 要求水準書 別紙1 9/48
参考図 （菅生配水池
場内配管図）

高区加圧系ポンプの更新範囲は、1次側手動仕切弁と2次側電動仕切弁の間でよろしいでしょ
うか(No.1ポンプだとPV10～EV10の間)。別紙1,15/48図面の赤枠範囲と範囲が異なっていま
すが、更新範囲は9/48が正と考えてよろしいでしょうか。

要求水準書別紙1　9/48において、図示されている高区加圧配水ポンプの更新範囲に加
え、電動吐出弁EV10、EV20、EV30 も更新対象とします。
別紙1　9/48及び15/48を修正します。

245 要求水準書 別紙2 3～9
菅生配水場　配水能力
増強整備等

本資料では、中区加圧系配水ポンプを3台更新後、高区加圧系配水ポンプ3台を更新するご計
画ですが、さつき野加圧系を菅生中区加圧系に編入開始前（別紙2項目10）までに中区加圧系
と高区加圧系の更新が完了であれば、別紙2資料と異なる更新手順で実施することは可能で
しょうか。例：更新中区と高区を交互に更新するなど。

中区・高区配水ポンプの同時更新は可能です。水運用に影響のないよう実施して下さい。

246 要求水準書 別紙6 巡視点検業務
保安員の人数については、道路使用許可により1名となる場合でも2名必要でしょうか。
また、保安員は資格保持者の配置が必要との理解でよろしいでしょうか。

警察署の判断に従ってください。現状は資格保持者の配置は求められていません。

247 要求水準書
計装設備点検に関して、消耗部品交換（ph電極、測定モジュール等交換）まで本業務に含ま
れるという認識でよろしいでしょうか。

更新対象外の水質計器の消耗部品交換（部品調達含む）も本事業の計装設備点検に含むも
のとします。なお、消耗部品の詳細については資料閲覧でご覧いただいたとおりです。

248 要求水準書
運転管理における既存の運転マニュアル等を開示願います。 契約締結後に提示します。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

249
事業契約書
（案）

1 1 1 第4条 総則

事業者は、事業者の株主をして、原則として本契約終了日まで事業者の株式を保有させるも
のとし、あらかじめ書面により市の承諾を得た場合に限り、その全部又は一部を第三者に対
して譲渡その他の処分をさせることができる。とありますが、事業内容が大きく変わるサー
ビス対価Aの業務完了時点でのSPCの変更体制をあらかじめ書面でお示しすれば代表企業変
更・事業者脱退は可能との理解で宜しいでしょうか

代表企業の変更は認めない方針です。代表企業は建設から維持管理まで、事業期間中を通
して事業全体に関与する責務があると考えます。

250
事業契約書
（案）

2 1 1 第5条 4
契約上の地位の譲渡、
株式発行等の制限等

第5条第3項に基づき事業者が解散する場合、同条第4項の②の確約書は、債務の引受人の確約
書との理解でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

251
事業契約書
（案）

3 1 2 第9条 3
本件施設用地及び本件
施設の使用

「本件施設用地等に係る補強等の追加的な支出は、事業者がその責任において費用を負担す
る。事業者はその費用を市に請求することはできない。」とのことですが、事業用地に瑕疵
や貴市が公表した事前開示情報における現場条件との不一致があり、補強等の必要が生じた
場合の追加的な支出は貴市に費用の負担を求めることができるとの理解でよろしいでしょう
か。

事業契約書（案）第23条の手続きに従います。

252
事業契約書
（案）

3 1 2 第11条 3 責任と負担

「貴市の勧告があった場合」とは、事業者が要求水準書等の未達が確認された場合と考えて
よろしいでしょうか。仮に要求水準書等は達成しているものの、貴市の勧告があり、事業者
が是正措置をする場合は、貴市の負担と考えてよろしいでしょうか。

要求水準書等の未達に限らず、本契約書等に違反していると認められる場合は市からの勧
告に従ってください。要求水準書や契約書等から逸脱する勧告の場合は市の負担としま
す。

253
事業契約書
（案）

3 1 2 第11条 4 責任と負担

市が事業者に生じた増加費用又は損害の一部若しくは全部を負担するものと定める場合にお
いて、当該増加費用又は損害には、逸失利益に相当する損害は含まれないとのことですが、
事業者側は逸失利益に相当する損害も負担の対象となっていること、対価の減額並びに違約
金等のリスクを負っていることから、公平性の観点から民法における任意解除の損害賠償の
範囲に基づき、逸失利益に相当する損害もご負担いただけないでしょうか。

事業契約書（案）のとおりとします。

254
事業契約書
（案）

3 1 2 第14条 1
（統括責任者及び業務
責任者）

統括責任者は特別目的会社の代表企業から選任しなければならないなど選任する上での条件
はございますか。

条件はありませんが、適切に事業を統括できる責任者を配置してください。

255
事業契約書
（案）

3 1 2 第14条 1
（統括責任者及び業務
責任者）

統括責任者は建設期間と維持管理期間で交代することは認められますか。 認めます。

256
事業契約書
（案）

3 1 2 第14条 ー
統括責任者及び業務責
任者

統括責任者は構成企業から選任し、事業者への出向は不要と考えますがよろしいでしょう
か。

お見込みのとおりです。

257
事業契約書
（案）

3 1 2 第14条 ー
（統括責任者及び業務
責任者）

事業契約書（案）第14条第1項に規定される統括責任者は現場常駐義務はないものと理解して
よろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

258
事業契約書
（案）

3 1 2 第14条 ー
（統括責任者及び業務
責任者）

もし統括責任者に現場常駐義務が課される場合、当該業務責任者は同条第3項に規定の維持管
理業務責任者との兼任が可能でしょうか。

統括責任者は現場常駐義務がございません。

259
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 2
（統括責任者及び業務
責任者）

施設整備業務総括責任者は設計業務責任者または建設業務責任者を兼務することは可能で
しょうか。

可能ですが、適切に設計と建設業務を統括できる責任者を配置してください。

260
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 2
（統括責任者及び業務
責任者）

施設整備業務総括責任者は構成企業の現場代理人が兼務することは可能でしょうか。 可能ですが、適切に設計と建設業務を統括できる責任者を配置してください。

261
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 2
（統括責任者及び業務
責任者）

施設整備業務総括責任者は現場常駐義務はないものと理解してよろしいでしょうか。 お見込みのとおりです。

262
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 2
統括責任者及び業務責
任者

記載の「施設整備総括責任者」は、P41「施設整備業務（建設業務等）関連」に記載の「現場
代理人」もしくは「監理技術者」が兼務可能と考えてよろしいでしょうか。

可能です。なお、本事業では現場代理人の配置は必須ではありません。

263
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 2
統括責任者及び業務責
任者

記載の「施設整備業務総括責任者」と設計業務及び建設業務の「各業務責任者」は兼務可能
と考えてよろしいでしょうか。

可能ですが、適切に設計業務と建設業務を統括できる責任者を選任してください。

264
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 ー
統括責任者及び業務責
任者

施設整備業務総括責任者並びに設計業務及び建設業務の各業務責任者は、構成企業から選任
し、事業者への出向は不要と考えますがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

265
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 ー
統括責任者及び業務責
任者

維持管理業務責任者、運転責任者及び巡視責任者は、構成企業から選任し、事業者への出向
は不要と考えますがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

266
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 ー
統括責任者及び業務責
任者

本条項に①「統括責任者」と②「施設整備総括責任者」及び③「維持管理業務責任者」とあ
りますが、②もしくは③の責任者が①を兼務可能と考えてよろしいでしょうか。

可能ですが、適切に業務を統括できる責任者を選任してください。

267
事業契約書
（案）

4 1 2 第14条 ー
統括責任者及び業務責
任者

記載の「統括責任者」は現場常駐の必要はないものと考えてよろしいでしょうか。 お見込みのとおりです。

268
事業契約書
（案）

4 1 2 第15条 ー 関係者協議会

関係者協議会の協議事項、構成その他の事項に関する詳細は、市と事業者が協議して定める
とございますが、この協議はどのタイミングでどれくらいの頻度で行うことを想定されてい
ますでしょうか。

少なくとも別紙7に示すモニタリングに係る関係者協議会（会議）は想定されます。各種
計画書の作成、確認段階で詳細を決定する予定です。
なお、モニタリングの記載内容との整合を図るため、別紙1を一部修正します。

269
事業契約書
（案）

4 1 2 第16条 ー
関係者協議会における
協議が整わなかった場
合

「・・・関係者協議会における協議が整わなかった場合、最終的な決定権は市が持つことと
する。」とありますが、要求水準書及び事業者が提出する提案審査書類の内容を逸脱する場
合は、サービス対価の変更等の協議をさせていただけるものと考えてよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

270
事業契約書
（案）

4 1 2 第16条 ー 関係者協議会の期限
「関係者協議会における協議が整わなかった場合、最終的な決定権は市が持つこととす
る。」とあるが、市が決定するまで期間はどのくらいでしょうか？

協議される事項によると考えられるため、一概には言えません。

271
事業契約書
（案）

4 1 2 第17条 ー
本契約書等の書類間の
適用順位

本契約、基本協定書、入札説明書、要求水準書、提案書類、実施方針、質問及び回答書につ
いて、書類の適用順位をお示しいただけますでしょうか。

要求水準書第17条に記載のとおりです。

272
事業契約書
（案）

4 1 2 第18条 ー 契約保証金

第18条第2項の規定により、契約保証金の納付に代えて、堺市契約規則（昭和50年規則第27
号）第30条の2第6号の工事履行保証契約(契約不適合である場合において、当該目的物に係る
契約不適合を保証する特約を付したものに限る。)を締結する場合、これはSPCとして締結す
ることを想定されていますでしょうか。もしくは、該当の工事を遂行するSPC構成企業が締結
することが想定されていますでしょうか。

SPCとしての締結を想定しています。

273
事業契約書
（案）

4 1 2 第18条 ー 契約保証金

サービス対価A,B共に100分の10の保証金納付とありますが、本事業は長期間の事業であり、
保険会社が一括でサービス対価A,Bの期間の履行保証・ボンドを掛けることが出来ないと回答
がありました。保証期間を最大契約期間とし、以降はその保証期間が切れる直前に再度保証
を掛けることで問題御座いませんでしょうか。不可の場合、保険会社をご教示お願い致しま
す。

適切に保証が担保されていれば構いません

274
事業契約書
（案）

4 1 2 第18条 ー 契約保証金

保証期間について、サービス対価Aの保証期間は事業契約から令和14年3月31日まで。サービ
ス対価Bの保証期間は令和9年4月1日から令和26年3月31日までと認識しています。問題あり
ませんでしょうか。

お見込みのとおりです。

275
事業契約書
（案）

4 1 2 第18条 ー 契約保証金

サービスAについて、第18条では「契約不適合である場合において、当該目的物に係る契約不
適合を保証する特約を付したものに限る。」と記載があり、「瑕疵または契約不適合責任保
証特約条項」の付帯が必要です。
第60条では、引き渡し2年以内までは賠償請求期間であると読み取れますが、当該特約期間は
2年でお間違いないでしょうか。

契約不適合責任期間は、第60条第4項で原則2年以内ですが、第60条第8項が適用される場
合は、最大10年間となります。

276
事業契約書
（案）

4 1 2 第18条 ー 契約保証金

サービスBは維持運営業務であることと、違約金規定の記載から、本来履行保証保険の定額、
てん補方式に限定されるはずですが、事業契約書案18条2項の規定漏れか何かの理由で履行保
証保険が代替手段の選択肢から外れています。
そのため、サービスBにかかる保証は履行保証保険（契約不適合を保証する特約が不要なも
の）で問題ないでしょうか。

第18条第4項をご参照ください。

277
事業契約書
（案）

5 1 2 第20条 2
構成企業及び構成企業
以外の者の使用

事業契約書（案）第20条2項に、「・・・市の事前の承諾を得て、本件業務の一部を構成企業
から協力企業に委託等を行うことができる。」との記載がありますが、例えば主たる業務の
み「協力企業委託契約」を締結し、軽微もしくは予め事業者が任意で設定した業務等につい
ては事業者任意の注文書等の発行により代用させていただくことは可能でしょうか。

構成企業から協力企業への委託等については、市の建設工事契約同様、資材、原材料の購
入契約も想定しているため、注文書等による契約も可能です。ただし、注文書という形式
であっても、これらの合意により成立する「契約」ではありますので、第20条第2項の資
料の提出義務や市の承諾を要する等の規律は及びますが、市がその必要がないと認めるも
のは、この限りでないこととします。
これらを明確にするため、第20条の2、別紙1を修正します。
また、基本協定書（案）の第6条の3において、「配水管理センター（水運用管理システ
ム）整備業務」を「配水管理センター（水運用管理システム）整備業務（LCD監視制御装
置や現場側のコントローラ等、制御に係る部分の水運用管理システム設計、機器製作、試
運転等のシステム構築に限る）」に修正します。

278
事業契約書
（案）

5 1 2 第20条 ー
構成企業及び構成企業
以外の者の使用

事業計画書に記載の協力企業は既に貴市の確認を受けているはずなので（事業契約第27条第1
項）、事業計画書に記載の協力企業に対して構成企業から業務を委託する場合は、改めて書
類等を提出して貴市の事前承諾を受けることは不要とし、貴市に対する通知するのみで足り
るようにしていただけますでしょうか。

業務計画書に協力企業を記載いただいたとしても、協力企業委託契約書案などの書類を
持って協力企業の承諾を行うため、事業契約書（案）に記載のとおりとします。

279
事業契約書
（案）

6 1 2 第20条 ー
構成企業及び構成企業
以外の者の使用

「やむを得ない特段の合理的な理由を示す資料」とありますが、協力企業に委託等を行う場
合は、やむを得ない特段の合理的な理由が必要という理解でよろしいでしょうか。少し過大
ではないかと思われますので、可能であれば当該記述の削除をお願いできないでしょうか。

「やむを得ない特段の合理的な理由を示す資料」は、第20条の2の1～2行目の論調に合わ
せ「本契約上の債務の履行に支障がないことを示す書類」に修正します。

280
事業契約書
（案）

6 1 2 第20条 ー
構成企業及び構成企業
以外の者の使用

事業者から協力企業への直接の業務の委託等が必要となる場合も考え得るところ、このよう
な委託等も第20条第2項の要件のもと認められますでしょうか。

事業者から協力企業への直接の業務の委託等はできません。

281
事業契約書
（案）

9 2 1 第29条
施設整備業務のモニタ
リング

貴市が行うモニタリングは業務進捗の段階に応じて行われるものなのでしょうか。または第
４４条１項に記載されている毎月一定日に開催されるものなのでしょうか。モニタリングの
開催要領は第１５条の関係者協議会で協議されるものでしょうか。

基本的には第44条第1項に記載のとおり、毎月一定日に開催を想定しています。その他、
出来高確認、しゅん工確認等の進捗に応じて実施します。

282
事業契約書
（案）

10 2 1 第29条 6
施設整備業務のモニタ
リング

「本条に定めるモニタリングの実施にかかる費用については、本契約等において別段の定め
がある場合を除き、市が負担する。」とありますが、具体的にはどの費用を貴市にて負担い
ただける想定でしょうか。

第29条や別紙7の市によるモニタリングに係る費用を想定しています。ただし、本契約等
において、第29条の3など別段の定めがある場合を除きます。

283
事業契約書
（案）

11 2 3 第34条 設計の完了
本条項で記されている「設計図書」とは、仕様書、図面、設計書、数量計算書と理解します
がよろしいでしょうか。

P41用語の定義「施設整備業務（設計）関連」に定義しているとおりです。

284
事業契約書
（案）

11 2 3 第34条 3 設計の完了
当該是正期間について、何日以内と決まりは御座いますでしょうか？ 是正事項によると考えられるため、一概には言えません。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

285
事業契約書
（案）

16 2 5 第52条 1
引渡しの遅延等による
費用等の負担

別紙3のとおり、引渡予定日は現状未確定であり、施設整備期間の各日程は事業者の提案に基
づき記載されるとのことですが、遅延損害金は事業者が提案した日程を基準として発生する
のでしょうか。入札説明書や要求水準書では、これらで示されている各設備の整備時期の年
度末までに対象設備を引渡し、実運用が可能な状態とすることが条件となっているため、遅
延損害金の起算点を確認させていただけますでしょうか。

別紙3記載の引渡し日を基準とします。別紙3の引渡日は、市が要求水準書に記載している
日と事業者提案の引渡日のうち、いずれか早い日となります。

286
事業契約書
（案）

18 2 5 第55条 引渡し
「次条の」とあるのは「第59条の」の誤記でしょうか。 ご指摘のとおりです。事業契約書（案）を修正します。

287
事業契約書
（案）

21 3 1 第64条 その2
維持管理業に伴う近隣
対策

第21条の4同様、事業者が善良なる管理者の注意義務又はそれを超える注意義務を尽くしても
通常避けることのできないものである場合には、当該近隣対策費用を負担して頂ける事でよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。明確化のため、第64条第3項を追記しています。

288
事業契約書
（案）

21 3 1 第64条 1
維持管理業務に伴う近
隣対策

事業の実施に伴い生じる近隣対策費用の負担について、施設整備業務と維持管理業務で扱い
が異なりますが、いずれの業務も本事業を実施すること自体に付随して要求される近隣対策
に係る費用については貴市の負担として統一いただけますでしょうか。

リスク分担表や施設整備業務と整合するため、第21条第4項を準用する旨、第64条に第3
項を追記します。

289
事業契約書
（案）

22 4 1 第68条 前払い請求

前金払について、別紙4－2にて事業者提案を基に協議の上作成する。とあります。第69条
（債務負担行為に係る契約の特則）では令和8年度からの表記になっています。
今回、令和8年1月ごろの事業契約となっており、翌月2月からの事業契約工期開始となった場
合、サービス対価A（設計）の前払い金の請求及び30日以内の入金は可能の認識ですが問題あ
りませんでしょうか。

事業契約書（案）第70条に基づき、出来高予定額のない令和7年には前金払はできませ
ん。
R8年度は、R8年度出来高予定額に対し、設計10分の3以内、建設10分の4以内の前金の支
払が可能となります。
なお、記載の統一のため、第68条の記載を一部修正します。また、第38条の記載を一部修
正します。

290
事業契約書
（案）

26 4 1 第75条
サービス対価の変更等
に代える要求水準書の
変更

第4項但書の規定は、第1項に関する協議についての規定と思われますが、第2項に関する協議
開始の日について、貴市が通知しない場合の取扱いはどのようになりますでしょうか。

第1項及び第2項と合わせて第4項を明確化のために修正いたします。

291
事業契約書
（案）

27 5 1 第79条
本件業務の終了に伴う
検査及び支払い

第79条第2項で修繕又は修補の対象となる「損傷又は汚損等」については、第81条第1項と同
様、あくまで軽度の汚損、経年劣化は除外され、著しい損傷（事業期間終了後1年以内に修繕
を要するもの）を指すという理解でよろしいでしょうか。

第79条の第2項と第81条の表現を明確にするため、第79条の第2項は「「著しい」損傷又
は汚損等」に修正します。

292
事業契約書
（案）

31 5 2 第89条
市の債務不履行等によ
る引渡し前の解除の効
力等

買受代金額について、貴市の査定額に納得がいかない場合であっても、鑑定方式を採用する
ことの合意がなされない限り、貴市の査定額に従わざるを得ないというのは、特に貴市の債
務不履行等による解除の場合にあっては不合理と考えられるため、事業者が貴市の査定額に
対し異議がある場合は、鑑定方式を採用できるようにしていただけませんでしょうか。

事業契約書（案）のとおりとします。

293
事業契約書
（案）

31 5 2 第89条
市の債務不履行等によ
る引渡し前の解除の効
力等

第85条第3項の鑑定方式の場合、鑑定費用は実質的に事業者負担となりますが、第89条第1項
は貴市に帰責事由があって契約解除される場合であるため、鑑定費用については、第99条第1
項とのバランスも考慮して協議させていただけますでしょうか。

事業契約書（案）のとおりとします。

294
事業契約書
（案）

36 8 1 第104条 著作権等の侵害の防止

以下の本文抜粋に従い、事業締結したSPCが納品する水運用管理システムのソフトウェア（特
に運用計画、事故時運用シミュレーションなどの堺市独自性の高い機能）が著作権その他の
権利を侵害をしていないことを市に保証する必要があります。著作権その他の権利の侵害は
事業遂行に大きな影響をもたらす重要事項であるため、SPCが「少なくとも既設納入業者等か
ら特許その他の権利の侵害がないことへの同意」を得ることが肝要と考えます。以下３点ご
質問です。
【質問】
①事業締結前、事業締結後において著作権その他の権利の侵害無を保証する必要があります
でしょうか。
②SPCは既設業者に対する著作権その他の権利の侵害有無の確認を必ず実施する認識で宜しい
でしょうか。
③著作権その他の権利を保有する既設納入業者はSPCに対して、著作権その他の権利の侵害有
無を確認する権利があると考えてよいでしょうか。
【本文抜粋】
第104条 事業者は、本件業務に関して作成又は調達設置する成果物及び関係書類（設計図書
等及び本件施設を含む。以下同じ。）が第三者の有する著作権その他の権利を侵害するもの
ではないことを市に対して保証する。

①第104条に基づき、事業契約締結後に保証していただく必要があります。
②第104条を遵守する上で必要とご判断される場合は、実施をお願いいたします。
③事業者にて判断をお願いいたします。

295
事業契約書
（案）

46
別紙4-
1

別紙4-1
サービス対価の基本的
な考え方

サービス対価Bの支払対象期間が四半期ごとなると、この規模の契約では資金繰り負担が大き
くなるため、毎月の支払としていただけないでしょうか。

事業契約書（案）記載のとおり、サービス対価Bの支払は四半期ごととします。

296
事業契約書
（案）

46
別紙4-
1

別紙4-1
サービス対価の基本的
な考え方

サービス対価Bの改定について、「令和9年度以降の改定に当たっては、前回改定が行われた
後のサービス対価を基準額とし、次頁「サービス対価Bの改定の指標」の年間平均値（前年10
月から当年9月までに公表されている確定値の合計を12か月で除した値）に基づき翌年度の
サービス対価を確定する。」とありますが、年間平均値算出の根拠となる過月の企業向け
サービス価格指数は、前年10月に公表の前年9月から当年9月に公表される当年8月までの12
か月分となりますでしょうか。もしくは、前年10月前までに公表の前年8月から当年9月前ま
でに公表される当年7月までの12か月分でしょうか。

「前年10月に公表の前年9月から当年9月に公表される当年8月までの12か月分」になりま
す。

297
事業契約書
（案）

46
別紙4-
1

別紙4-1
サービス対価の基本的
な考え方

翌年度（令和ｔ＋1年度）のサービス対価Bの改定の請求に基づき見直しを行う時期は、令和
ｔ年度の12月までに行われると想定されているように見受けられますがその理解で正しいで
しょうか？

お見込みのとおりですが、次年度予算に反映する必要があるため、変更契約は予算成立後
の次年度4月1日以降となります。

298
事業契約書
（案）

46
別紙4-
1

別紙4-1
サービス対価の基本的
な考え方

見直しを行う時期を令和ｔ年度の3月中、改定の指標の年間平均値対象月をその3月の前年の1
月－12月（令和ｔ－１年度の1月ー3月および令和ｔ年度の4月－12月）の12カ月間としてい
ただけないでしょうか？現事業契約書案の「サービス対価 B の改定の指標」の年間平均値
（前年 10 月から当年 9 月までに公表されている確定値の合計を 12 か月で除した値）の規
定に従うと、例えば令和9年度の4月からのサービス対価は、令和7年度8月～令和8年度7月ま
での12カ月間の値に基づくことになり、令和9年度開始までに8カ月もの時差があり、その8
カ月の間に起こる可能性のあるインフレを加味しないサービス対価を令和9年4月からの1年間
適用されることになるためです。

事業契約書（案）のとおりとします。

299
事業契約書
（案）

46
別紙4-1
サービス対価の基本的
な考え方

サービス対価Bの改定について、「サービス対価Bの改定の指標」の年間平均値が令和8年度は
本契約締結時のサービス対価と比べて、令和9年度以降は前回改定が行われた時と比べて3ポ
イントを超える変動が認められる場合に請求できるとされていますが、サービス対価Aの設定
にならい、1.5ポイントを超える変動があった場合に改定を請求できるよう発動条件を見直し
ていただけないでしょうか。

事業契約書（案）別紙4-1に記載のとおりです。なお、第37条の記載を一部修正します。

300
事業契約書
（案）

47
別紙4-
1

3 (1) ｲ サービス対価A

事業契約の締結の予定は令和8年1月と先になりますので、最新の「契約に関するガイドライ
ンーPFI事業契約における留意事項についてー」に基づき、物価変動をより的確に反映し選定
事業者の負担する物価変動リスクを減じるため、サービス対価改定の請求の起算点は本契約
の効力発生日ではなく、入札公告日または提案書提出日等としていただけますでしょうか。

事業契約書（案）のとおりとします。

301
事業契約書
（案）

48
別紙4-
1

3 (2) サービス対価B

「3ポイントを超える変動が認められる場合に改定を請求できる」とありますが、サービス対
価Aと同様1.5ポイントを超えたときに改定を請求できるルールに見直していただけないで
しょうか。本事業は長期事業であるため、予想しえないリスク（物価変動リスク等）を事業
費に反映せざる得ません。適切な事業費を積算したく可能な限り物価変動に関するリスクの
軽減を図っていただきたく存じます。

事業契約書（案）のとおりとします。

302
事業契約書
（案）

48
別紙4-
1

3 (2) サービス対価B

企業向けサービス価格指数「その他の技術サービス」がサービス対価Bの改定指標となってお
りますが、指標の見直し、もしくは事業開始後に指標を見直し協議させていただけないで
しょうか。サービス対価Bに関する費用項目は、大きく運転管理業務と保守点検業務の2つに
大別されるかと思います。特に運転管理業務については、業務費の大半が人件費となります
ので、より追従して変動する指標として「電工単価」や「毎月勤労統計調査の名目賃金指
数」があるかと思います。

事業契約書（案）のとおりとします。

303
事業契約書
（案）

51 別紙5 付保すべき保険
SPCから建設工事業者に建設業務をパススルー場合には、構成企業および協力企業が保険を付
保すればSPCが保険を付保する必要がないと理解しますがよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。本事業の実施主体として事業者は保険の付保漏れがないよう状況
を確認することとします。

304
事業契約書
（案）

51 別紙5 付保すべき保険

第三者賠償責任保険または類似の機能を有する保険は各建設工事事案ごとの個別契約ではな
く、パススルーされる構成企業または協力企業にて包括で契約しているケースがございま
す。本件においては各企業の包括契約による保険の適用が認められると理解してよろしいで
しょうか。

お見込みのとおりです。事業契約書（案）別紙5の条件を満たしているか、包括契約を更
新しているか等、本事業の実施主体として事業者はは保険の付保状況を確認することとし
ます。

305
事業契約書
（案）

51 別紙5
別紙5
付保すべき保険

付保すべき保険について、保険契約者は事業者、構成企業又は協力企業等とされています
が、SPC構成企業が既に付保している保険が本事業に適用可能である場合はSPCとして別途付
保する必要はない（SPCとして付保することは必須ではなく事業者提案による）と理解してよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。事業契約書（案）別紙5の条件を満たしているか、包括契約を更
新しているか等、本事業の実施主体として事業者はは保険の付保状況を確認することとし
ます。

306
事業契約書
（案）

53 別紙5 1 ア 建設工事保険
建設工事保険で補償する範囲として、水災危険を含む不測かつ突発的な事故による損害と記
載がありますが、地震及び津波は含まれない認識でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

307
事業契約書
（案）

54 別紙7 1.2 1.2.1 a)
セルフモニタリング実
施計画（案）

セルフモニタリング実施計画（案）は、貴市と事業者で事業契約を締結後作成するとの理解
でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

308
事業契約書
（案）

60 別紙7 3.3 3.3.3 (ｶ)
維持管理を担う者の変
更

「サービス対価の支払い対象期間の途中に維持管理業務を行う者を変更した場合であっても
…」とありますが、「維持管理を行う者」と「維持管理を担う者」は同一のものとの理解で
よろしいでしょうか。また、「維持管理を担う者」とは業務責任者等を示すものとの理解で
よろしいでしょうか。

「維持管理業務を行う者」は「維持管理業務を担う者」と同一です。「維持管理業務を担
う者」に表現を統一します。
「維持管理業務を担う者」とは、維持管理業務を担う構成企業や協力企業を示します。

309
事業契約書
（案）

62 別紙7 3.4 3.4.1
減額措置
基本的な考え方

「市が違反行為を確認した時点でペナルティポイントを科す。」とありますが、是正措置が
行われない場合にペナルティポイントを科すような運用にできないでしょうか。

是正措置ありきの業務態度となるため認められません

310
事業契約書
（案）

63 別紙7
別紙7
3.4.4ボーナスポイント
による相殺

「事業者が提案した水準を超えて、堺市水道事業又は堺市民に多大な貢献のした場合。市は
事業者にボーナスポイントを与えることができる。」とありますが、当該四半期で累計され
たペナルティポイントにより計算されたサービス対価の減額分がない期において、ボーナス
ポイントが付与された場合はサービス対価が1 ポイントにつき0.1％増額されると考えてよろ
しいでしょうか。

ボーナスポイントは、当該四半期で累計されたペナルティポイントにより計算された減額
分と相殺することはできますが、サービス対価の減額がない期におけるサービス対価の増
額は行いません。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

311
事業契約書
（案）

69 別紙9 共通 No.23 債務不履行リスク

No.23で上記以外の事業の中止・延期に関するリスクが事業者と記載ありますが、事業者の帰
責事由以外の中止・延期リスクを事業者が負担する可能性がありますので、他と同様に「事
業者の事由による中止・延期」を事業者に〇「それ以外の事業の中止・延期」を市に〇とい
うように修正願います。

リスク分担表のとおりとします。

312
事業契約書
（案）

69 別紙9 共通 No.24 不可抗力リスク

事業遂行期間での発生を見積ることが難しい為、不可抗力リスクに関し、保険対象外となる
事業者負担は除外いただけないでしょうか。（例：戦争、暴動、天災等）
負担方法からすると、市が○で事業者が△ではないでしょうか。

リスク分担表のとおりとします。

313
事業契約書
（案）

69 別紙9 共通 No27 要求水準未達リスク
事業者のリスク負担となっておりますが、事業者に帰責事由がある場合との理解でよろしい
でしょうか。

基本的に事業契約書第11条に記載のとおり、別段の定めがある場合を除き、本件業務の遂
行にかかわる一切の責任を負うものとしています。
要求水準未達となった事由が、事業契約書、リスク分担表その他に明記しているものであ
れば、当該記載を参照します。

314
事業契約書
（案）

69 別紙9 共通 No4 許認可リスク
「上記以外の許認可等取得遅延」が事業者のリスク負担となっておりますが、事業者に帰責
事由がある場合との理解でよろしいでしょうか。

リスク分担表のとおりです。

315
事業契約書
（案）

69 別紙9 共通
No.11,
13

住民対応リスク・環境
リスク

住民対応リスク及び環境リスクについて、「事業者の提案内容及び事業者が行う業務（設
計・建設・維持管理等）に起因」するものについて、事業者が主にリスクを負担することと
なっておりますが、貴市の指示に基づいて提案や業務を実施する中でリスクが生じた場合に
は、貴市の負担との理解でよろしいでしょうか。

リスク分担表のとおりです。

316
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.11,12
維持管理費の変動リス
ク

現在の記載内容ですと、物価変動でも市の事由でも事業者の事由でもない変更があった場合
のリスクを事業者が負う記載となっております。事業者の事由による維持管理費の変動を事
業者に〇、それ以外（物価変動を含む）を市に〇に修正願います。

事業契約書第11条に記載のとおり、別段の定めがある場合を除き、本件業務の遂行にかか
わる一切の責任を負うものとしています。
市の事由でないものは、基本的に事業者リスクとします。

317
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.13,14 施設損傷リスク

現在の記載内容ですと、不可抗力でも市の事由でも事業者の事由でもない施設損傷リスクを
事業者が負う記載となっております。事業者の事由による維持管理費の変動を事業者に〇、
それ以外（不可抗力を含む）を市に〇に修正願います。

事業契約書第11条に記載のとおり、別段の定めがある場合を除き、本件業務の遂行にかか
わる一切の責任を負うものとしています。
市の事由でないものは、基本的に事業者リスクとします。

318
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.15,16 器具備品管理リスク

現在の記載内容ですと、不可抗力でも市の事由でも事業者の事由でもない備品損傷リスクを
事業者が負う記載となっております。事業者の事由による工事目的物及び既存施設の備品等
の盗難・破損・紛失を事業者に〇、それ以外（不可抗力を含む）を市に〇に修正願います。

事業契約書第11条に記載のとおり、別段の定めがある場合を除き、本件業務の遂行にかか
わる一切の責任を負うものとしています。
市の事由でないものは、基本的に事業者リスクとします。

319
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.17,18 運転管理リスク

現在の記載内容ですと、不可抗力でも市の事由でも事業者の事由でもない維持管理の損害リ
スクを事業者が負う記載となっております。事業者の事由による維持管理の損害リスクを事
業者に〇、それ以外（不可抗力を含む）を市に〇に修正願います。

事業契約書第11条に記載のとおり、別段の定めがある場合を除き、本件業務の遂行にかか
わる一切の責任を負うものとしています。
市の事由でないものは、基本的に事業者リスクとします。

320
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.2,3 事業開始遅延リスク
事業者が自身の帰責事由以外のリスクを負う記載となっておりますので、事業者の事由によ
るものは事業者に〇、それ以外を市に〇と修正願います。

事業契約書第11条に記載のとおり、別段の定めがある場合を除き、本件業務の遂行にかか
わる一切の責任を負うものとしています。
市の事由でないものは、基本的に事業者リスクとします。

321
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No23 通信障害リスク
「通信事業者の責で発生した通信障害に起因するもの」が事業者のリスク負担となっており
ますが、不可抗力が原因の場合は対象外との理解でよろしいでしょうか。

不可抗力が原因となった場合は、備考※3記載のとおり、協議となります。

322
事業契約書
（案）

70 別紙9

設
計・
建設
段階

No.6,7
工事遅延・未完成リス
ク

現状の6.7では市の事由によるもの以外の全てが事業者負担となっております。
「事業者の事由による工事の完了遅延又は工事費の増大」を事業者に〇、「それ以外」を市
に〇に修正願います。

事業契約書第11条に記載のとおり、別段の定めがある場合を除き、本件業務の遂行にかか
わる一切の責任を負うものとしています。
市の事由でないものは、基本的に事業者リスクとします。

323
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.1 引継リスク
前運転管理・巡視点検業務受託者の帰責による不備等については貴市で負担いただけるとの
理解でよろしいでしょうか。

引継ぎ不備は、事業者側が適切に引継ぎしなかった場合のリスクです。「前運転管理・巡
視点検業務受託者」は現契約において同様のリスクを負っています。
また、引継ぎに際しては本市を交えて引継ぎのモニタリングを実施するので問題ないと考
えています。

324
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.1 引継リスク

前運転管理・巡視点検業務受託者との引継ぎについては、要求水準、事業契約において具体
的な定めがございませんが、貴市と前運転管理・巡視点検業務受託者との間で事業終了時の
次期事業者に対する引き継ぎについて、タイミングや引き継ぎ内容がどのような規律になっ
ているのかご教示いただけますでしょうか。

現契約の業務終了時の引継ぎは以下の通りとなっています。

・履行期間終了前に後継者に対し、配水管理センター運転管理業務及び配水施設巡視点検
業務の引継ぎを行う。
・必要な引継事項を記した各種マニュアルを交付するなどにより、確実に引継ぎを行う。
・履行期間終了までの期間で、後継者が引継ぎのため、受注者の立会を求める場合、業務
に支障がない範囲で行い、後継者が業務の履行に支障を来すことのないようにすること。
・明渡しに要する費用は受注者の負担とする。

325
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.13 施設損傷リスク

更新・新設対象外設備については、貴市が修繕義務を負っているため、「更新・新設対象外
設備」の損傷（不可抗力事由による場合を含む）については、事業者の保守点検業務に契約
不適合がある場合等明確な帰責事由がない限り、貴市の負担で修繕を行う理解でよろしいで
しょうか。

お見込みのとおりです。

326
事業契約書
（案）

70 別紙9
維持
管理

No.8 既設改造リスク
既設改造リスクは既設改造所掌含め、貴市範囲と考えますがいかがでしょうか。

本事業において既設改造を行った箇所は更新対象設備と同様に事業者のリスクとなりま
す。

327
事業契約書
（案）

4
39

1
9

2
-

第16条
第115条

協議

第16条が適用されるのは、「本契約等で当事者間の協議に委ねている事項又は本契約等に定
めがなく協議によって決定することを要する事項について」とあり、第115条も含まれると読
めますが、その後に、「関係者協議会における協議が整わなかった場合」とあり、本条適用
の前提として、第16条は「関係者協議会における協議事項」のみ、と理解する。この協議事
項は第15条で市と事業者が協議して定める（最終的に市が定める）、とあります。そのた
め、現状の契約書案を前提にすると、市が第115条も関係者協議会の協議対象事項と決定した
場合、第115条についても第16条が適用される、という関係と理解しますが、この理解に相
違ないでしょうか。
その上で、市としては、「本契約等で当事者間の協議に委ねている事項又は本契約等に定め
がなく協議によって決定することを要する事項について」は、すべて、関係者協議会での協
議事項とする意向でしょうか。

「本契約等で当事者間の協議に委ねている事項又は本契約等に定めがなく協議によって決
定することを要する事項について」は関係者協会での協議事項とします。

328
事業契約書
（案）

51,52
別紙5
付保すべき保険

建設工事保険及び第三者賠償責任保険のそれぞれに関して「（イ）被保険者：事業者、構成
企業及び協力企業等及び市」とありますが、市の責めに帰すべき事由により発生した損害に
ついては貴市が付保している保険によってカバーされるとの理解でよろしいでしょうか。そ
の場合、貴市を被保険者へ含める必要はないと思慮いたしますが、いかがでしょうか。

事業契約書（案）別紙5記載のとおりとします。

329
事業契約書
（案）

51,52
別紙5
付保すべき保険

建設工事保険及び第三者賠償責任保険のそれぞれに関して「（カ）付記事項１）事業者、構
成企業、協力企業等は、上記の保険契約を締結したときは、その保険証券を遅延なく市に提
示する」とありますが、保険証券ではなく「付保証明書」の提出をもって当該事項を充足さ
せることができると考えてもよろしいでしょうか。

保険証券の写しや付保証明書など、付保内容が確認できる書類の提出でよいものとしま
す。

330
事業契約書
（案）

共通 期限
各条にあります、期限(例：14日以内)は暦日と考えて宜しいでしょか？ お見込みのとおりです。

331
事業契約書
（案）

全般 損害賠償
契約書案に規定されている損害賠償について、上限額の設定や対象範囲の限定を考慮いただ
けないでしょうか。

上限額の設定や対象範囲の限定は考慮しません。

332
基本協定書
（案）

2 第3条 市および落札者の義務
堺市PFI事業検討委員会及び市の要望事項を実現するのに、別途費用が生じる場合は別途変更
契約されるものと理解してよろしいでしょうか。

契約段階で入札価格を変更することはありません。入札価格の範囲内で最大限尊重してく
ださい。

333
基本協定書
（案）

2 第3条 2 市及び落札者の義務

「落札者は、事業契約締結のための協議に当たっては、本事業の入札手続における堺市PFI事
業検討委員会及び市の要望事項を最大限尊重する。ただし、当該要望事項が、要求水準書並
びに入札説明書等に反する場合を除く。」とありますが、要求水準並びに入札説明書を充足
していれば、当該要望事項に伴い事業者の費用が増加する場合は、設計変更の対象という理
解でよろしいでしょうか。

契約段階で入札価格を変更することはありません。入札価格の範囲内で最大限尊重してく
ださい。

334
基本協定書
（案）

3 第4条 3 事業予定者の設立

第4条第3項の要件を満たす場合、「市は、当該出資比率の変更について協議に応じることが
できるものとする」とありますが、同要件を満たす場合、本事業の遂行等に影響を及ぼさな
いといえることから、出資比率の変更協議において、貴市が不合理に承諾を拒否することは
ないとの理解でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

335
基本協定書
（案）

6 第7条 6 事業契約

「・・・本事業の参加資格を欠くに至った場合・・・本協定及び締結済みの事業契約を解除
することができるものとする。」とありますが、本協定は事業契約書に定める本事業の終了
日まで有効であり、仮に事業契約締結後に、不慮の事故等により指名停止となり、参加資格
要件を欠くに至った場合の事業契約の解除の余地を残すものとなり、事業者としては参画リ
スクが非常に高いものと思料します。そのため有効期間等の記載内容を再考お願いいたしま
す。

当該箇所は事業契約の締結日までについて明記している条文になりますので、懸念の事由
には当たらないと思われます。有効期間等については、基本協定書（案）のとおりとしま
す。

336
基本協定書
（案）

6 第7条 6、8 事業契約

「事業契約の締結日までに、落札者において本事業の参加資格を欠くに至った場合」とあり
ますので、又は以降の「締結済の事業契約を解除することができる」との記載と矛盾してい
ますので、事業契約の解除に関する記載を修正いただけますでしょうか。

事業契約締結後に、事業契約締結前の時点で参加資格が欠けていたことが判明する場合も
ありますので、基本協定書（案）のとおりとします。

337
基本協定書
（案）

8 第11条 4 解除並びに違約金等

「4 構成企業は、事業予定者が事業契約に基づき負担する義務及び債務等につき、連帯して
義務及び債務等を負うものとする。」とありますが、株主の責務としては過大であるため、
本内容を削除いただけないでしょうか。あるいは株主は、事業者が契約の義務及び債務を履
行できるよう合理的範囲で努力する旨の規定に修正いただけないでしょうか。
内閣府ホームページ/PFI事業の手引きQ2-6においては「構成員は原則としてSPCの債務につ
いて出資額以上に責任を負いません（有限責任）。」との記載もあります。(内閣府ホーム
ページ,https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/jitsumu/jitsumu02.html#j206)

一般的には有限責任であることは理解していますが、本事業はSPCを設立するものの、実
態としては構成企業が事業を実施する形式であり、構成企業にも責任を負担していただく
方針としています。

338
基本協定書
（案）

8 第11条 3 解除及び違約金等

「前項の場合を除き構成企業の責めに帰すべき事由により・・・事業契約の締結に至らな
かった場合・・・100分の10に相当する額を請求することができるものとする。」とありま
すが、責めに帰すべき事由を鑑み、貴市と事業者で協議をさせていただけるものと考えてよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

339
基本協定書
（案）

8 第11条 3 解除及び違約金等

参加資格の喪失事由には本事業と無関係の労災事故等も含まれておりますので、そのような
事情で基本協定を解除された場合にも契約金額の１０％の違約金を徴収されるのは過度な懲
罰規定であると危惧します。適用範囲から除かれていることを確認させていただけますで
しょうか。

事由を考慮し、協議により違約金を請求するかを判断します。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

340
基本協定書
（案）

8 第11条 4 連帯債務

本来株主は有限責任が原則であり、事業者と構成企業は別法人となります。そのような事情
から、他のPPP案件においても、株主誓約書は株主としての法的義務に限定したものとなって
いることが一般的です。事業契約にはモニタリング規定、契約解除の規定等必要な規定はす
べて網羅されており、8条2項において、解散後の債務について規定すれば必要十分であり、
11条4項は過度な規定であり、貴市とSPCの債権債務関係、事業者の事業運営にも混乱を招く
可能性があるため、再考いただけますでしょうか。

一般的には有限責任であることは理解していますが、本事業はSPCを設立するものの、実
態としては構成企業が事業を実施する形式であり、構成企業にも責任を負担していただく
方針としています。

341
基本協定書
（案）

別紙2 6 誓約書

「6 当社は、(1)事業者が事業契約に基づき負担する義務及び債務等、(2)事業者の解散後に事
業者について、事業契約に基づく債務等が存することが判明した場合の係る債務等につき、
事業者及び他の株主と連帯してこれらの義務及び債務等を負うこと。」とありますが、株主
の責務としては過大であるため、本内容を削除いただけないでしょうか。あるいは株主は、
事業者が契約の義務及び債務を履行できるよう合理的範囲で努力する旨の規定に修正いただ
けないでしょうか。
内閣府ホームページ/PFI事業の手引きQ2-6においては「構成員は原則としてSPCの債務につ
いて出資額以上に責任を負いません（有限責任）。」との記載もあります。(内閣府ホーム
ページ,https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/jitsumu/jitsumu02.html#j206)

一般的には有限責任であることは理解していますが、本事業はSPCを設立するものの、実
態としては構成企業が事業を実施する形式であり、構成企業にも責任を負担していただく
方針としています。

342
基本協定書
（案）

別紙2 6 誓約書

構成企業がSPCの事業契約上の義務・債務等を全て連帯して負担するのは、構成企業に過剰な
負担を負わせるものであり、また、SPCを組成して事業を実施する場合の規定としては一般的
ではないため、誓約書第6項中、「(1) 事業者が事業契約に基づき負担する義務及び債務
等、」の部分については削除をご検討いただけないでしょうか。

一般的には有限責任であることは理解していますが、本事業はSPCを設立するものの、実
態としては構成企業が事業を実施する形式であり、構成企業にも責任を負担していただく
方針としています。

343
基本協定書
（案）

別紙2 6 誓約書

(1)は11条4項、(2)は8条2項に対応したものと思料しますが、8条2項の但し書きは反映されて
おりません。
適切に反映いただくか、「基本協定の内容を理解し、遵守すること」、といった規定に修正
いただけますでしょうか。

ご指摘の通りと存じますので、別紙2第6項末尾に第8条第2項但書の記載を追記させていた
だきます。

344
落札者決定
基準

1 1 1.3 低入札価格調査
本事業は調査基準価格・低入札価格を設定しておりますでしょうか。また設定している場合
は、堺市上下水道局建設工事低入札価格調査実施要領に準ずるかご教示ください。

本入札は最低制限価格制度を採用しておりません。

345
落札者決定
基準

2 1 1.5 審査のフロー

加点項目（ヒアリングの実施）について、事業者によるプレゼンテーションは実施するので
しょうか。実施する場合、持ち時間、方法など具体的な内容をご教示いただきたく存じま
す。

お見込みのとおり加点審査の過程でプレゼンテーションの時間を設ける予定です。ヒアリ
ングの詳細は、開札日以降、別途お知らせします。

346
落札者決定
基準

2 1 1.5 審査のフロー

加点項目のヒアリングにおいて、事業者側の参加できる人数についてご教示ください。ス
ムーズなヒアリングをするために、営業・SPC・技術（電気・機械）・維持管理・工事など、
1グループあたり15～20人程度で参加してもよろしいでしょうか。

ヒアリングの詳細は、開札日以降、お知らせします。

347
落札決定基
準

3 2 2.2 提案審査について

技術対話における確認事項(実施方針)の回答書No.22において、価格のみの競争を防止する対
策として、価格評価点の下限金額を設定し、それより入札額が低くても下限金額と同得点と
することを検討するとのことでしたが、落札決定基準にその表記が見られません。いかがお
考えでしょうか。

検討した結果、加点評価点と価格点の割合を考慮することにより、価格のみの競争を防ぐ
対策としています。

348
落札者決定
基準

5 2 2.2 (1) ➂ 巡視点検計画
巡視点検実績を踏まえた巡視点検計画の提案とありますが、巡視点検実績とは要求水準書別
紙7に記載の内容という理解でよろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。

349
落札者決定
基準

6 2 2.2 ｵ) 入札価格の得点化方法

技術対話における確認事項（実施方針）において、「価格評価点の下限金額を設定し、それ
より入札金額が低くても下限金額と同じ評価点とすることなどを検討中」とありましたが、
ご検討の結果、そのような価格評価手法にしなかったという理解でよろしいでしょうか。

検討した結果、加点評価点と価格点の割合を考慮することにより、価格のみの競争を防ぐ
対策としています。

350
作成要領及
び様式集

1 2 2.2
提案審査書類の作成要
領

提案審査書類の様式の枠は、任意に広げてよろしいでしょうか。極端にならないよう、一定
程度（20mm程度）の余白を設けて作成する所存です。また、一つの様式が複数ページになる
場合にも、2ページ目以降に様式番号、様式名称の記載は必要でしょうか。

枠は20mm以上の余白を確保していれば様式の枠を広げても構いません。また複数ページ
に記載がまたがる際は様式番号、様式名称の記載は必要です。

351
作成要領及
び様式集

1 2 2.2
提案審査書類の作成要
領

提案審査書類の各様式を詳しく説明するため、資料を添付したいと考えていますがよろしい
でしょうか。資料から応募事業者の名称が判別できないよう、ロゴなどを隠す処理を行う所
存です。

提案内容は各様式内に収めて頂く必要がありますので、各様式外の資料の添付は認めませ
ん。

352
作成要領及
び様式集

1 2 2.3 ①
提案審査書類の作成要
領

システム構成図等の根拠資料を別添として提出することを検討しておりますが、これは「超
過部分」に該当し、別添として提出することは可能という認識でよろしいでしょうか。ま
た、別添として添付することは減点の対象ではないという理解でよろしいでしょうか。

資料の添付は認めません。

353
作成要領及
び様式集

1 2 2.3 ⑥ 資料の添付

「A3判の資料を添付する場合は、 A4サイズに折り畳んで綴じ込むこと。」とありますが、提
案書（様式5-1～様式9-1）以外に提案内容を補足する資料の添付が可能であるとの理解でよ
ろしいでしょうか。

様式の備考にある「A4判：4枚以内もしくはA3判：2枚以内」のようにA3版を採用した場
合の記載であり、資料の添付が可能であることを意図した記載ではなく、補足資料等の添
付は認めないものとします。

354
作成要領及
び様式集

1 2 2.3 ⑥ 資料の添付
資料の添付が可能な場合、添付する箇所は任意でよろしいでしょうか。 資料の添付は認めません。

355
作成要領及
び様式集

1 2 2.3 ⑦ 　

「表紙及びA３判の資料を除き、両面印刷を基本とすること。」と記載がありますが、例えば
（３）提案審査書類 ア 事業計画に関する提案書の基本方針（様式５－１）の場合はA４用紙
に1枚以内、つまりA４用紙に両面印刷で2ページという認識でよろしいでしょうか。（「A４
判：１枚」が片面印刷１ページ相当、もしくは片面印刷２ページ相当、のいずれを指してい
るか確認したい趣旨です）

A4判：1枚は、片面1面としています。
（例：A4判で1枚指定のものは片面で1枚、A4判で2枚指定のものは両面で1枚、A4版で4
枚指定のものは両面で2枚になります。）

356
作成要領及
び様式集

1 2 2.3 ⑨
提案審査書類の作成要
領

提案書でユニフォームが写っている写真を使用する場合は、ロゴを隠すなどの処理を施せば
問題ないでしょうか。

お見込みのとおりです。

357
作成要領及
び様式集

1 2 2.3 ⑩
提案審査書類の作成要
領

目次は表紙の裏面に印刷するのがよろしいでしょうか。 表紙と目次は分けて印刷してください。

358
作成要領及
び様式集

1 2 2.3 ⑪ インデックスシール
インデックスシールでは外れる恐れもあるためインデックスシート等も認めていただけるで
しょうか。

使用を認めます。

359
作成要領及
び様式集

26

年次計画表に記載の金額は入札時点の金額であり、契約締結後の詳細設計を進める中で、物
価上昇以外の理由により、各年度の出来高金額に変更が生じた場合は、変更協議が可能で
しょうか。

事業契約書（案）第1章の第3節のとおり、要求水準書の変更等によりサービス対価を変更
する場合があります。

360
作成要領及
び様式集

28 様式5-1など
備考は削除しても良いという考えでよろしいでしょうか。 備考は削除していただいて構いません。

361
作成要領及
び様式集

28 様式5-1など
様式枠内にある文言は、記載内容を網羅して作成をすることを前提に削除してもよいでしょ
うか。

記載内容が網羅されていれば、書き換えていただいて構いません。

362
作成要領及
び様式集

34 様式6-1

備考欄には、「A4判：４枚以内もしくはA３判：２枚以内」と記載がありますが、A4判２
枚、A３判１枚のように用紙サイズを混合させて事業提案書等を作成することは可能でしょう
か。

用紙サイズは混合させず、統一してください。

363
作成要領及
び様式集

45
要求水準チェックリス
ト

提案審査書類の各様式の枚数が非常に厳しいものであるため、本チェックリスト記載事項の
全てを提案審査書類に反映することは、要求水準を超える提案を書くスペースを奪うことに
つながります。当該リストに記載の通り、要求水準と同等の取組みは提案審査書類では記載
を抑え、当社の経験とノウハウに基づく独自提案の記載を中心とした作成を予定しています
が、この考え方で問題ないでしょうか。

問題ありません。

364

基本協定書
（案）
事業契約書
（案）

4
5

第6条
第20条

基本協定書第6条に「構成企業は、事業予定者をして、本事業に関する設計業務、建設業務及
び維持管理業務を構成企業にそれぞれ委託し、又は請け負わせるものとする。」、事業契約
書（案）第20条に「事業者は、本件業務のうち施設整備業務及び維持管理業務の遂行を、提
案書類に基づき構成企業に対して、委託し又は請け負わせるものとする（以下、委託又は請
負を併せて「委託等」という。）。2前項にかかわらず、事業計画書に記載のある協力企業に
委託等を行っても事業者の本契約上の債務の履行に支障がないと認められる場合に限り、事
業者の申請による市の事前の承諾を得て、本件業務の一部を構成企業から協力企業に委託等
を行うことができる。」とありますが、SPCに出資を行わない協力企業がSPCから業務を直接
受託または請負することは可能でしょうか。
内閣府『契約に関するガイドライン－ＰＦＩ事業契約における留意事項について－（令和６
年６月３日民間資金等活用事業推進会議決定）』において、選定事業者に出資する構成企業
ではない受託・請負企業が選定事業にかかる業務を選定事業者から委託を受け、又は請け負
うことができるとされています。
また、国土交通省『国土交通省所管事業へのPFI活用に関する発注担当者向け参考書　（平成
２１年３月２６日改訂）Ⅱ. ＰＦＩ事業における事業契約書例 』の基本協定書例において、
「落札者は、ＳＰＣをして、本件事業に関する各業務を、別紙3記載の第三者にそれぞれ委託
させ、又は請け負わせしめるものとする。 」とあり、構成企業以外の受託・請負企業への委
託が可能です。
さらに、国土交通省総合政策局が令和6年7月に開催した地方公共団体職員、民間事業者向け
『PPP/PFI研修』において、協力企業は「入札参加者を構成する法人で、SPCから業務を直接
受託または請負するが、SPCに出資を行わない者」と説明されています。
なお、貴市原山公園再整備運営事業（平成29年1月）では、PFI事業者に対して出資を行わな
い協力企業が、PFI事業者から業務を受託、又は請け負いすることが可能とされています。

事業者から協力企業への直接の業務の委託等はできません。

365
基本協定書
（案）
入札説明書

4
9

第6条
3 3.3

3
3.3.2 b)

基本協定書（案）第6条第3項に「第1項の規定により事業予定者から業務を受託し、又は請け
負った者は、受託し、又は請け負った業務を誠実に行わなければならない。また、その業務
の全部又は主要な部分（施設整備業務（事業契約において定義する。）においては、配水管
理センター（水運用管理システム）整備業務並びに維持管理業務（事業契約において定義す
る。）においては、運転管理業務、配水施設巡視点検業務及び引継業務を指す。）を再委託
することはできず」とありますが、当該再委託禁止業務を構成企業が複数社で遂行すること
は妨げられないでしょうか。その場合において、入札説明書3.3.2に規定される個別の参加資
格要件にて定めのある各要件を満たす構成企業が、複数の業務を行うことは差し支えないで
しょうか。
例えば、設計業務を行う者の区分にて入札参加表明および資格審査を受ける構成企業が運転
管理業務の一部を遂行する、もしくは、維持管理業務を担う者の区分にて入札参加表明およ
び資格審査を受ける構成企業が配水管理センター整備業務の一部を遂行するなどの場合が想
定されます。
本事業の目的である「PFI手法を用いて水運用管理システム等の設備整備並びに保守点検及び
運転管理等の維持管理業務を民間事業者（以下「事業者」という。）が一貫して実施する」
ことを実現するため、複数の構成企業で業務を一体的に実施することが期待されていると認
識しています。

入札説明書に記載のとおり、全部又は主要な部分について、構成企業が複数者で遂行する
ことは可能です。ただし、実施する業務の個別の参加資格要件を満たす必要があります。
なお、配水管理センター（水運用管理システム）整備業務は、建設工事での実施を想定し
た場合に、下請することなく全てを元請業者で施工することが困難であることから、基本
協定書（案）の第6条の3において、「配水管理センター（水運用管理システム）整備業
務」を「配水管理センター（水運用管理システム）整備業務（LCD監視制御装置や現場側
のコントローラ等、制御に係る部分の水運用管理システム設計、機器製作、試運転等のシ
ステム構築に限る）」に修正します。



No. 書類名 頁 章 節 項 目 細目 項目名 内容 回答

366
2022/4/1から直近の日程までの期間分の日報帳票・月報帳票・年報帳票のCSVまたはエクセ
ルデータでの配布をご検討いただけないでしょうか。

落札者決定まではデータの配布はできかねますが、事業契約締結後に必要であれば提供し
ます。

367
各施設の耐震診断を実施されている場合は、診断結果をご教示ください。 各施設の主要な建築物は、新耐震基準（昭和56 年）を満たしております。

資料閲覧【2回目】
項目 内容
実施場所 配水管理センター
受付期間 令和7年6月20日（金曜）から令和7年6月27日（金曜）午後5時まで

申込方法
閲覧希望者は、入札説明書 4.2.4 d)「入札説明書等に関する問い合わせ先」まで
電子メールにて連絡すること。

備考

メールを受領後、閲覧日時の調整をおこないます。
資料閲覧【2回目】の内容は、①主要施設の各室許容載荷荷重（構造計算書）
②アスベスト含有調査結果 ➂受変電設備（自家発電設備同じ）の対象負荷 です。
なお資料閲覧【2回目】では、上記以外の資料の閲覧や、質疑応答の機会を設けません。
その他、基本的には令和7年5月に実施した資料閲覧に準じます。


